

































2020 年学外研究活動報告 ��������������������������������� （241）
執　筆　者　紹　介
土　屋　和　之 会計学 商経学部 教 授
長谷川　　　博 マーケティング 商経学部 教 授
和　田　義　人 社会福祉学 人間社会学部 教 授
安　藤　　　崇 環境管理会計 商経学部 准 教 授
泉　　　絢　也 租税法 商経学部 准 教 授
齊　藤　紀　子 ソーシャルビジネス論，ボランティア論 人間社会学部 准 教 授
松　本　大　吾 マーケティング・コミュニケーション，広告 サービス創造学部 准 教 授
松　下　幸　生 中小企業論 商経学部 専 任 講 師
久保田　俊　介 税務会計 基盤教育機構 助 教
戸　川　和　成 政治学 政策情報学部 助 教



















































合化に向ける先進的な実践について叙述する。第 4 節では第 2 節の推進プロセス・モデル













































































































































































































































































































































　大和ハウス工業は 1955 年 4 月に故石橋信夫氏が創業した企業である。創業は 1950 年に








展開している。従業員数は 16,904 名（2020 年 4 月 1 日現在），当期純利益は 2,336 百万円
（2019 年度）である。同社には 2020 年 11 月 13 日にインタビューを行った。時間は 11
時から 12 時までで，コロナ禍であるため対面は避け，MicrosoftTeams を活用した。イ
①双方向














































（9） 同段落の内容は『日経エコロジー』（2018 年 4 月号）をふまえている。インタビュー内でも一連のプロセス
は確認済みである。ただし 2020 年度の統合報告書では ESG 役員へのヒアリングや現場の声の掲載は行わな
かった。











































































































































































第 18 巻第 1 号．37-45．
・國部克彦．2005．「環境会計体系再考」『會計』第 168 巻第 6 号．13-23.








・Arjaliès,D.L., andJ.Mundy. 2013 .TheUseofManagementControlSystems to
ManageCSRStrategy:ALeversofControlPerspective.Management Accounting 
Research.24（4）:284-300.
・Barnard,C.I. 1938.The Functions of the Executive.Boston.Massachusetts.Harvard
UniversityPress.
・Simons,R.1995.Levers of Control: How Managers Use Innovative Control Systems to 
Drive Strategic Renewal.Boston.Massachusetts：HarvardBusinessSchoolPress.　







ESG は「攻め」に効く）」『日経エコロジー』2018 年 4 月号（226 号）．37-39.
 （2021.1.20 受稿，2021.3.17 受理）
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　平成 30 年度（2018 年度）税制改正において，法人税法上の資産の販売等に係る収益の
計上時期（帰属時期）（1）及び計上額等に関して具体的な定めを有する法人税法 22 条の 2 が










では，同条よりも資産の販売等に係る収益に関して明確で具体的な定めをなす 22 条の 2
がここに加えられたことになる。








生「所得の実現をめぐる概念の分別と連接」論叢 166 巻 6 号 94 頁以下参照。
（2） 収益認識会計基準及び適用指針は令和 2 年 3 月に表示や注記事項等に関する改正がなされた。
（3） 泉絢也「収益認識会計基準公表に伴う法人税法の改正―法人税法 22 条の 2 を巡る『別段の定め』論議を中
心として―」千葉商大論叢 57 巻 2 号 71 頁以下。
（4） 泉絢也「連載収益認識会計基準と法人税法 22 条の 2 及び関係法令通達の論点研究」プロフェッションジャー
ナル 314 号以降も参照。https://profession-net.com/professionjournal/corporation-article-756/. 以下，本稿で
引用する URL の最終閲覧日は令和 3 年 2 月 11 日である。
〔論　説〕
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Ⅱ　法人税法 22条の 2第 1項の引渡しの意義
1　通達が採用してきた引渡概念・引渡基準との関係
　法人税法 22 条 2 項は「当該事業年度の」という部分を「当該事業年度に帰属する」と
読ませることで収益計上時期の決定規範として位置付けるわかりづらい規定であったが，
22 条の 2 第 1 項ないし 3 項は，「属する」という語を用いることで収益計上時期の決定規




















（5） 昭和 22 年に所得税法の全文改正が行われ，続いて 25 年にシャウプ勧告に基づく大改正が行われたところ，
国税庁は，昭和 24 年の発足後，各税法の基本通達作成の仕事に取り組み，その一環として所得税基本通達（昭
和 26 年直所 1-1）を制定，公表した。この通達は，上記法人税基本通達とともに，我が国で初めて両税法の
体系的で詳細，精緻な解釈を試みたもので，税法解釈の水準を一挙に引き上げたものとして評価されている
ことについて，大蔵省財政史室編『昭和財政史　第 8 巻』472 頁（東洋経済新報社 1977），植松守雄「収入
金額（収益）の計上時期に関する問題―『権利確定主義』をめぐって―」租税 8 号 36 頁参照。
（6） 京都地裁昭和 34 年 1 月 31 日判決（行集 10 巻 1 号 90 頁），鹿児島地裁昭和 50 年 12 月 26 日判決（行集 31
巻 9 号 1999 頁）参照。
―20―






昭和 44 年の法人税基本通達（直審（法）25（例規））の改正に当たって同通達 2-1-1 にお
いて取扱いの明確化が図られた。かように，棚卸資産の販売による収益の額は，その引渡





2-1-3（後の 2-1-14）というように区分して定めを設けることとなった。この通達 2-1-3 は，
（7） 渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」司法研究報告書 19 輯 1 号 60～61 頁参照。上記通達本文を権利確
定主義，但書きを実現主義に係る定めと解するものとして，志場喜得郎『法人税』101，106～107 頁（中央
経済社 1958），忠佐市「権利確定主義からの脱皮」税通 20 巻 11 号 74～75 頁，上記通達本文をもって権利確
定主義の原則的内容，但書きをもって同主義の範囲内における例外とするものとして，黒沢清＝湊良之助『企




















 この答申に対する批判や疑問として，忠佐市「権利確定主義の発想批判」税通 19 巻 7 号 49 頁以下，碓井光
明「『収入金額』『収益』の計上時期に関する権利確定主義についての若干の考察―その生成と展開―」税理
21 巻 10 号 10 頁参照。
（8） 企業会計原則の実現主義に則ったものであるという見解として，植松・前掲注（5）41 頁参照。
（9） 市丸吉左エ門「税務における収益の計上時期」財経詳報 155 号 320 頁参照。かように民法上の引渡しという
純法律的解釈がなされつつも，時に会計原則的理解や両者の混合的解釈がなされていたことを指摘するもの





















ていく必要があるという観点から（12），昭和 55 年 5 月に法人税基本通達の改正が行われ，
通達 2-1-1 の引渡しの日がいつであるかについて定める通達 2-1-2，建設請負工事等の引
渡しの日がいつであるかについて定める通達 2-1-6 などが新設等されることとなった。こ










（10）川村博太郎「法人税基本通達の改正について」租税研究 236 号 19 頁，斎藤奏ほか「座談会新法人税基本通
達をめぐって」税理 12 巻 7 号 11 頁〔元木精一郎発言〕，中村利雄「新法人税基本通達詳解（上）」税理 12
巻 7 号 23 頁，井上久彌「収益認識基準の解釈を巡る租税判決の動向」租税研究 551 号 44～46 頁参照。
（11）伊豫田敏雄「法人税法の改正（一）」『昭和 40 年版　改正税法のすべて』103 頁（国税庁 1965），松宮隆ほか「座
談会　法人税法整備の問題点」税通 20 巻 4 号 175 頁，泉美之松 = 吉田富士夫「対談昭和 40 年度　税制改
正のすべて」税通 20 巻 6 号 185 頁，原一郎「法人税法の全文改正について」税通 20 巻 7 号 126 頁，泉美之
松「所得金額計算の通則について」税通 20 巻 11 号 84 頁以下，吉牟田勲「所得計算関係の改正」税弘 13 巻
6 号 139 頁，同「現行法人税法各条の立法過程の研究 23～25」税弘 46 巻 4 号 78 頁以下，46 巻 5 号 136 頁以
下，47 巻 1 号 111 頁以下参照。
（12）四元俊明「法人税基本通達等の一部改正につて」税弘別冊通巻 1 号 4～6 頁参照。
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　平成 30 年課法 2-8 ほか 2 課共同による改正後の法人税基本通達（以下「新通達」という）
（13）渡辺淑夫「収益の計算」税弘別冊通巻 1 号 21～22 頁，小田有邦「『法人税基本通達等の一部改正について』
通達について（1）」財経詳報 1324 号 2～3 頁，戸島利夫「法人税基本通達等の一部改正について（1）」商事
880 号 256 頁参照。また，従来，同一企業による 2 つ以上の異なる収益計上基準の採用について，所轄国税
局又は税務署とのアグリーメントにより認めていた昭和 42 年 9 月の通達「特定の期間損益事項にかかる法
人税の取扱いについて」（査調 4-9（例規）ほか）は，上記通達 2-1-2 が新設されたことにより，一般的に 2
つ以上の引渡基準の採用が肯定されることとなったため，廃止された。渡辺・同解説 47 頁，小田・同解説 3
～4 頁参照。
（14）福井地裁昭和 57 年 8 月 27 日判決（税資 127 号 664 頁）及び控訴審・名古屋高裁金沢支部昭和 58 年 9 月 28
日判決（税資 133 号 725 頁），福岡高裁昭和 60 年 4 月 24 日判決（税資 145 号 193 頁），大阪地裁昭和 61 年 6
月 25 日判決（民集 47 巻 9 号 5347 頁）及び控訴審・大阪高裁平成 3 年 12 月 19 日判決（民集 47 巻 9 号 5395
頁），大阪地裁昭和 61 年 9 月 25 日判決（判タ 632 号 130 頁），千葉地裁昭和 61 年 12 月 22 日判決（税資 154
号 875 頁）及び控訴審・東京高裁昭和 63 年 12 月 6 日判決（税資 166 号 663 頁），東京高裁平成 8 年 4 月 17
日判決（税資 218 号 1498 頁），東京地裁平成 9 年 10 月 27 日判決（行集 48 巻 10 号 778 頁）及び控訴審・東
京高裁平成 10 年 7 月 1 日判決（判タ 987 号 183 頁），那覇地裁平成 17 年 12 月 14 日判決（税資 255 号順号
10226），新潟地裁平成 19 年 10 月 5 日判決（税資 257 号順号 10796），東京地裁平成 26 年 1 月 27 日判決（税
資 264 号順号 12397），名古屋地裁令和 2 年 6 月 18 日判決（判例集未登載）など参照。
（15）改正前通達 2-1-14 の原則（引渡しがあった日）と但書き（契約の効力発生日）の両部分について，前者が法
人税法 22 条の 2 第 1 項に，後者が 2 項に反映されているという見解として，酒井克彦「権利確定主義の事
実上の終焉か（下）―法人税法上のグランドルールとしての債務確定基準と権利確定主義―」税務事例 51




























を摘示していた。平成 30 年度改正後においては，法人税法 22 条の 2 第 1 項の適用領域で
は 22 条 4 項の適用がないと解するならば，上記の根拠をどこに求めうるかが問題となる。
　この点は，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って収益の額を算定すると





としても，ここでは，法人税法 22 条の 2 第 1 項の引渡しという語そのものに柔軟性・弾
（16）例えば，東京地裁昭和 36 年 12 月 22 日判決（税資 32 号 475 頁）参照。










を期そうとする営みの一環として制定されたものであり（18），法人税法 22 条の 2 第 1 項は
上記改正前通達を一定の範囲で法制化したものであるとすれば，同項はその趣旨を引き継
いでいるという見方も出てくる。あるいは，公正処理基準に従った課税所得計算は，法人
税法 22 条 4 項がなくとも一般に法人税法に通底する準則であるという立場に立ち，画一
性や明確性といった犠牲を払いながらも，柔軟性や弾力性，あるいは企業会計や実務慣行
（商慣行）との適合性をあらかじめデザインした立法を行ったと見ることはできないか。







の 2 第 1 項は，これまで改正前通達が採用してきた引渡概念ないし引渡基準をそのまま法




























































として，武田隆二「税務会計の基礎（6）」会計 114 巻 3 号 97 頁，同『法人税法精説〔平成 17 年版〕』120 頁
（森山書店 2005）参照。
（23）裁判所において，「引渡し」という要件は必ずしも借用概念ではないが，なお民法上の意義と同様に解され
てきたという指摘として，一高龍司「収益認識における会計基準と税法の相違」會計 197 巻 4 号 28 頁参照。
―26―
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業の個別の収益計上処理が法人税法 22 条の 2 第 1 項の引渡・役務提供基準の範疇である


























（24） 3 項を経由して 2 項を適用する場合には，3 項を経由せずに 2 項を直接適用する場合に求められるはずの公
正処理基準準拠要件及び別段の定め不存在要件をいずれも満たす必要はないと解すべきであるかという論点
について，泉・前掲注（3）77 頁以下参照。
























いたが，ここでは，法人税法 22 条の 2 第 1 項が採用する引渡・役務提供基準が，「実現」
「今回，収益認識に関する会計基準の導入を契機として，収益の額についての上記⑵〔筆






































































式で表したものであるとすれば（高知地裁平成 16 年 3 月 26 日判決・税資 254 号順号 9609 及び控訴審・高

























研究』284 頁（有斐閣 1995）〔初出 1993〕），あるいは「現実の収入がなくても，その収入の原因となる権利
が確定した場合には，その時点で所得の実現があつたものとして，その権利確定の時期の属する年分の課税
所得を計算するという建前」（最高裁昭和 49 年 3 月 8 日第二小法判決・民集 28 巻 2 号 186 頁，最高裁昭和
53 年 2 月 24 日第二小法廷判決・民集 32 巻 1 号 43 頁）と説明される。法人税法における権利確定主義の生成・
確立の過程については，谷口勢津夫「税法における所得の年度帰属―税法上の実現主義の意義と判断枠組
み―」税法 566 号 267 頁以下参照。
―30―
















阪法 64 巻 6 号 1542～43 頁以下参照。実現ないし実現主義の意義について，渡辺徹也「実現主義の再考―そ
の意義および今日的な役割を中心に―」税研 147 号 63 頁以下，岡村・前掲注（1）94 頁以下も参照。学説の









―所得の年度帰属との関係における主要事実の模索―」税務事例 47 巻 12 号 26 頁以下，同「収益（所得）
の実現は主要事実，収入すべき権利の確定は間接事実か ? ─要件事実論から得られる示唆─」中央大学大学
院研究年報商学研究科篇 45 号 21 頁以下参照。権利の確定や管理支配は事実ではなく評価ないし評価の基準
であるという理解を前提とすると，所得の実現を根拠付ける具体的事実たる引渡しを主要事実の候補に挙げ
うる。ただし，これらに対して，「収入すべき権利の確定」そのものを規範的要件と捉える見解も示されて
いる。酒井・前掲注（17）182～184 頁，酒井克彦「法人税法における要件事実論」伊藤滋夫 = 岩﨑政明編『租
税訴訟における要件事実論の展開』329～339 頁（青林書院 2016）参照。上記①の観点からの精査を要する。
（35）渡辺・前掲注（7）70 頁参照。同論稿 72 頁の脚注（1）は，引渡しの意義も画一的にではなく実際の取引内
容に即して，要は双務契約上相手方の同時履行の抗弁権を喪失せしめる程度の履行又は履行の提供と見られ
るかどうかという面で実質的に判断すべきものであるとする。このほか，前掲注（7）の答申の説明，泉美
之松「所得概念に関する若干の問題点（2）」産業経理 12 巻 9 号 81 頁も参照。
（36）清永敬次「権利確定主義の内容」税通 20 巻 11 号 95 頁参照。志場・前掲注（7）107 頁，武田隆二『会計学
一般教程〔第 7 版〕』246 頁（中央経済社 2008），武田・前掲注（22）『法人税法精説』122 頁，酒井克彦「権
利確定主義はリーガル・テストとしての意味を持ち得るか（3・完）―法人税法に関する議論を中心として―」
国士舘 49 号 200 頁以下も参照。
（37）福岡高裁那覇支部平成 11 年 5 月 11 日判決（税資 242 号 527 頁）。京都地裁昭和 57 年 12 月 17 日判決（行集
33 巻 12 号 2474 頁）及び控訴審・大阪高裁昭和 59 年 2 月 29 日判決（行集 35 巻 2 号 212 頁）参照。同時履
行の抗弁権に言及してはいないものの東京地裁昭和 53 年 5 月 19 日判決（判タ 416 号 187 頁）も参照。









ない。法人税法 22 条の 2 第 1 項の引渡基準は，譲渡者側において権利の確定を観念でき



















（41）大審院大正 7 年 8 月 14 日判決（民録 24 輯 1650 頁）参照。最高裁昭和 34 年 6 月 25 日第一小法廷判決（集
民 36 号 815 頁）は「本件のような建物の売買契約においては，売主たる被上告人の建物の引渡並びに所有
権移転登記手続をなすべき義務と買主たる上告人の代金支払義務とは特段な約束のない限り…同時履行の関
係にある」と判示する。もっとも，両判決について，山野目章夫「不動産売買における代金支払と引渡の同
時履行関係」民研 598 号 3 頁以下参照。
（42）債務の履行に代わる損害賠償債務の履行も「債務の履行」に含める民法 533 条括弧書きも参照。この点は，
松本克美「建築請負目的物の瑕疵と同時履行の抗弁権」立命 335 号 283 頁以下，平田厚「建築請負契約にお
ける同時履行の抗弁権と危険負担」明治大学法科大学院論集 8 号 45 頁以下も参照。
（43）清水元『同時履行の抗弁権の判例総合解説』82 頁（信山社 2004），大審院大正 11 年 10 月 10 日判決（新聞
2059 号 21 頁）参照。





（45）清水・前掲注（43）11 頁，道垣内弘人『リーガルベイシス民法入門〔第 3 版〕』287 頁（日本経済新聞出版
社 2019）参照。
―32―
























（46）我妻栄ほか『我妻・有泉コンメンタール民法　総則・物権・債権〔第 6 版〕』1088 頁（日本評論社 2019）参照。
岩川隆嗣『双務契約の牽連性と担保の原理』16～25 頁，450～454 頁（有斐閣 2020）〔初出 2017・2018〕，成
立要件の整理も含めて，谷口知平 = 五十嵐清編『新版注釈民法（13）　債権（4）』471～519 頁〔沢井裕 = 清
水元補訂〕（有斐閣 1996）も参照。ただし，太田昌志「同時履行の抗弁権再構成に関する一考察―敷金分別






























実「企業課税における課税所得算定の法的構造（3）」法協 100 巻 5 号 935 頁以下，一高龍司「米国連邦所得
税における前受収益の課税理論―役務提供の対価を中心に―」総合税制研究 11 号 1 頁以下，伊川正樹「所
得の年度帰属に関する一考察―アメリカ連邦所得税法における TimingIssue を参考に―」寺田友子ほか編
『現代の行政紛争』247 頁以下（成文堂 2004），同「アメリカにおける所得計上時期」名城 54 巻 3 号 1 頁以下，
倉見智亮「米国連邦所得税における所得の課税適状時期―全事象基準における『権利確定』概念の解釈―」
税法 564 号 21 頁以下，神山弘行『所得課税における時間軸とリスク』61 頁以下（有斐閣 2019）〔初出
2011・2012〕参照。
（52）上記法理をもって，我が国の権利確定主義に一定の範囲で対応するといわれる場合もある。田中治「税法に
おける所得の年度帰属―権利確定主義の論理と機能―」経済研究 32 巻 2 号 161 頁の脚注（1）参照。同法理
について，前掲注（51）の各文献のほか，玉國文敏「違法所得課税をめぐる諸問題（1）・（2）」判時 744 号
16 頁以下，748 号 11 頁以下，占部裕典「私法上の『遡及効』と課税関係」北野弘久先生古稀記念論文集刊
行会編『納税者権利論の展開』273 頁以下（勁草書房 2001）も参照。





静樹 = 徳賀芳弘編『体系現代会計学第 1 巻　企業会計の基礎概念』257 頁（中央経済社 2011）参照。
（54）福岡高裁昭和 60 年 4 月 24 日判決（税資 145 号 193 頁）など参照。平成 5 年最判の調査官解説は，販売基準
に基づいて売上高の計上を行う会計処理は，企業会計原則において採用されているだけでなく，既に一般社
会に定着し，商法上も「公正なる会計慣行」に当たるとの法的評価を受けているものということができる，








と解する見解として，吉国二郎「税務における収益計上基準の理論」産業経理 16 巻 10 号 148～149 頁，北
野弘久『現代企業税法論』83 頁（岩波書店 1994）参照。
―34―




























（56）最高裁昭和 53 年 2 月 24 日第二小法廷判決（民集 32 巻 1 号 43 頁），最高裁昭和 60 年 4 月 18 日第一小法廷
判決（訟月 31 巻 12 号 3147 頁），最高裁平成 4 年 10 月 29 日第一小法廷判決（集民 166 号 525 頁），東京高
裁平成 21 年 2 月 18 日判決（訟月 56 巻 5 号 1644 頁）など参照。
（57）この点は，酒井克彦『所得税法の論点研究』288 頁以下（財経詳報社 2011），同「権利確定主義はリーガル・
テストとしての意味を持ち得るか（1）―法人税法に関する議論を中心として―」国士舘 41 号 14 頁，酒井・
前掲注（36）210 頁，谷口・前掲注（34）321～322 頁，谷口・前掲注（32）267 頁以下，谷口・前掲注（33）
1536～1539 頁，田中晶国「収入実現の蓋然性と収入金額の年度帰属―権利確定主義と管理支配基準の連接―」
法政 84 巻 2 号 239 頁以下，同「所得の年度帰属―収入実現の蓋然性とその客観的認識―」税法 579 号 107
頁以下参照。
（58）最高裁昭和 49 年 3 月 8 日第二小法判決（民集 28 巻 2 号 186 頁），最高裁昭和 53 年 2 月 24 日第二小法廷判
決（民集 32 巻 1 号 43 頁）。
（59）渡辺淑夫『法人税法〔令和 2 年度版〕』160 頁（中央経済社 2020）。


































る租税法独自のリーガル・テストであると理解される。中里実「判批」法協 96 巻 11 号 1489～1490 頁参照。
（62）中里・前掲注（61）1490 頁参照。
（63）この点について，酒井克彦「権利確定主義はリーガル・テストとしての意味を持ち得るか（2）―法人税法
に関する議論を中心として―」国士舘 42 号 68 頁以下参照。
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おいても妥当する。








法 22 条の 2 第 1 項等の創設によって行われたことを窺わせる形跡がない。逆に，収
益認識会計基準の導入を契機として収益の計上額に係る規定（法人税法 22 条の 2 第
4 項等）を定めることがまず必要とされ，次いで，かかる規定の整備に伴い，収益の


















同通達のみならず，より基本的な内容を定める改正前通達 2-1-1 及び 2-1-2 が実定法化（69）





















　法人税法 22 条の 2 第 1 項は，権利の確定という文言を直接的には採用せず，あくまで
引渡しという語を採用した。この不採用及び採用の理由としては，無償譲渡，アウトフロー
















（70）なお，法人税法 22 条の 2 第 1 項について，「従前の判例および通達の処理を踏襲」し，目的物の引渡し及び
役務の提供の日の属する事業年度を原則として取り扱うことが，「より権利確定の具体的な基準として明確




考えられるようになったのは，旧所得税法 10 条 1 項に関して，「収入金額とは，収入すべき金額をいい，収
入すべき金額とは，収入する権利の確定した金額をいうものとする。」と定めていた昭和 26 年の所得税基本
通達 194（昭和 26 年直所 1-1）を契機としてである。金子・前掲注（32）284 頁参照。なお，権利確定主義
をめぐる議論ないし裁判例の変遷については，植松・前掲注（5）30 頁以下，碓井・前掲注（7）4 頁以下，
川端康之「法人税法における収益の計上時期」総合税制研究 5 号 66 頁以下参照。
（73）金子・前掲注（32）297～300 頁参照。
―38―





























































税法 22 条の 2 第 1 項は要請するものなのか，そのような課税は妥当かという問題もある（78）。
4　民法上の引渡しとの関係










入すべき権利の確定時期と判定基準について―」税務事例研究 140 号 34 頁，酒井克彦「法人税法における
要件事実論」伊藤滋夫 = 岩﨑政明編『租税訴訟における要件事実論の展開』333 頁（青林書院 2016）の脚注
（17）参照。
（77）なお，個別通達（昭和 34 直法 1-244 の「20」・「21」）では，原則として，相手方が購入の意思を表示した日
を含む事業年度に収益計上することとされていた。
（78）法人税法 22 条の 2 第 1 項の文理上は未収の違法金利部分も「役務の提供」を根拠に益金算入される読み方
も不可能ではなく，立法経緯等を参照した解釈を要するという見解として，一高・前掲注（23）29 頁参照。
―40―
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関する物権の譲渡の対抗要件として引渡しという概念が用いられている。ここでいう引渡
しとは，占有権の移転（占有者が物の上に有する支配を移転すること（79））を意味し，具














に，法人税法 22 条の 2 第 1 項でいう目的物の引渡しは，目的物の占有の移転であり，こ
こで挙げられている 4 つの引渡しを包摂する概念であるという解釈が成り立ちうる。民法
における引渡しの議論は法人税法の領域においても一定の範囲で通用する。ここでは，法














判所平成 4 年 6 月 8 日裁決（裁決事例集 43 集 191 頁）がある。


































とではない。高橋和之ほか編『法律学小辞典〔第 5 版〕』799 頁（有斐閣 2016）参照。最高裁平成 18 年 2 月
21 日第三小法廷判決（民集 60 巻 2 号 508 頁）は，「占有権の取得原因事実は，自己のためにする意思をもっ
て物を所持することであるところ（民法 180 条），ここでいう所持とは，社会通念上，その物がその人の事
実的支配に属するものというべき客観的関係にあることを指す」と判示する。






（86）梅謙次郎『民法要義巻之 2物権編〔増補訂正版〕』19～22 頁（有斐閣書房ほか 1898），富井政章『民法原論






















別のものであろうか（89）。法人税法 22 条の 2 第 1 項は，引渡・役務提供基準に基づいて収
益を計上することを定めている。その文面上，履行義務充足基準を定めたものではなく，
収益認識会計基準をそのまま取り込むものではないことは明らかである。近接日基準の採













（88）渡辺・前掲注（59）171 頁参照。同書 171 頁では，法人税法 22 条の 2 第 1 項に対して，商品や製品などの売
上高については引渡しの事実をもって収益の実現があったものとする趣旨であり，企業会計上古くからいわ
れている販売基準と同じ考え方であるという見解が示されている。
（89）島田眞一「新収益会計基準と法人税法との関係について」租税研究 833 号 327 頁は，両者を同一のものと解
している。収益認識会計基準でいう「財」又は「サービス」と法人税法 22 条の 2 でいう「資産」又は「役







































（91）東京地裁昭和 53 年 5 月 19 日判決（判タ 416 号 187 頁）。平成 5 年最判も，「今日の輸出取引においては，既
に商品の船積時点で，売買契約に基づく売主の引渡義務の履行は，実質的に完了したものとみられる」として，
引渡義務の履行に言及していた。
（92）通達の引渡基準，実現主義，法人税法 22 条 4 項を調和的に理解する東京地裁平成 9 年 10 月 27 日判決（行
集 48 巻 10 号 778 頁）及び控訴審・東京高裁平成 10 年 7 月 1 日判決（判タ 987 号 183 頁），東京地裁平成 26
年 1 月 27 日判決（税資 264 号順号 12397）参照。
―44―
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ことができそうである（93）。この点について，例えば，一高龍司教授は，収益認識会計基
準が倣った IFRS15 号，同基準 40 項後段の支配移転の指標とほぼ同様の内容を定める
IFRS15 号 38 項との関係ではあるが，次のような見解を示されており（94），興味深い。
　・課税上はそのまま受け入れられ難い部分もあるが，資産に対する支配の移転時を捉え
て収益認識時とする点は権利確定時期の分析と親和的ともいえる。




















える影響―」税大論叢 70 号 214～215 頁は実現主義や税務会計における権利確定主義と通じることを指摘し




則とする収益認識会計基準において無償取引は適用対象外である一方，法人税法 22 条の 2 第 1 項の引渡基
準は無償取引にも適用がある点に留意する必要がある。





て，伊藤公哉「IFRS 第 15 号と法人税法上の取扱い―収益認識と公正処理基準―」大阪経大論集 66 巻 4 号
163 頁の脚注（79）参照。







































学論集 53 号 79 頁参照。
（97）武田ほか・前掲注（22）5～6 頁参照。ただし，武田昌輔「法人税法基本通達の改正の問題点」租税研究 232
号 28～29 頁も参照。
（98）中村・前掲注（10）23 頁，中村利雄『法人税の課税所得計算〔改定版〕』87 頁（ぎょうせい 1990）参照。
―46―




























察するに当たり，これまで積み重ねられてきた 22 条 2 項や 4 項に関する議論が 22 条の 2
の適用領域においても有効となる可能性がある。22 条の 2 第 1 項の適用領域において 22
条 4 項の適用が排除されるとしても，少なくとも 22 条 2 項の適用までは排除されていな
いのであるから，従前の議論の継受や影響は一定程度認められよう。法人税法 22 条の 2
第 1 項の背後には，旧通達が同法 22 条 2 項や 4 項という枠組みの下で組成してきた従来
の権利確定主義や企業会計・実務慣行（商慣行）に対する配慮が存在する，あるいは同項
の引渡概念にはかような配慮がビルトインされているのであれば，なおさらである。












　最後に 2 点，付言する。第 1 に，引渡基準を法律化したことの弊害と解釈論の展望であ


















22 条の 2 第 1 項が自身の適用領域内から 22 条 4 項という緩衝材を完全排除し，あるいは















































（102）酒井克彦『プログレッシブ税務会計論Ⅰ〔第 2 版〕』15～16 頁（中央経済社 2018）参照。
（103）例えば，売買取引の類型ごとに参考となる基準を示すものとして，山田二郎『税務訴訟の理論と実際』209
～210 頁（財経詳報社 1986）参照。
（104）沖野眞已「契約類型としての『役務提供契約』概念（上）」NBL583 号 7 頁参照。ただし，松本・前掲注（44）
205 頁，中田裕康『継続的取引の研究』177～179 頁（有斐閣 2000）〔初出 1995〕参照。
（105）沖野・前掲注（104）7 頁参照。
（106）神戸地裁昭和 54 年 11 月 15 日判決（税資 109 号 355 頁），東京地裁昭和 55 年 6 月 12 日判決（判タ 428 号
208 頁），東京地裁平成元年 9 月 22 日判決（税資 173 号 784 頁），札幌地裁平成元年 9 月 29 日判決（税資
173 号 1016 頁）及び控訴審・札幌高裁平成 3 年 2 月 19 日判決（税資 182 号 336 頁），福岡地裁平成 11 年 1





　この点について，法人税法 22 条の 2 第 1 項は役務提供取引については引渡基準ではな
く役務提供基準を採用している。物の引渡しを要する場合は仕事の完成ではなく，仕事の
目的物の引渡しこそが同項の役務提供基準に適合するという解釈論がありうる（新通達




　第 2 に，今後は，法人税法 22 条 2 項の資産の販売，譲渡又は役務の提供取引に該当す
るか，それ以外の取引に該当するかという点が重要となる可能性がある。文理上，法人税
法 22 条の 2 は，「無償による資産の譲受けその他の取引」に対しては適用されないことは
明らかである。これまで，法人税法 22 条 2 項の「資産の販売，有償又は無償による資産
の譲渡又は役務の提供，無償による資産の譲受けその他の取引」という部分は例示である







独自ないし固有の観点から判断されうる同法 22 条 4 項の公正処理基準に該当するのかが
問題となるのではく，22 条の 2 第 1 項の引渡・役務提供基準に適合するのかが問われる。
ただし，同基準自体，その背後にはやはり法人税法独自ないし固有の観点からの判断を要
請する規範が存在する可能性もあり，この場合には，22 条 2 項における資産の販売，譲
渡又は役務の提供に該当するか，それ以外の取引に該当するかという点の重要性はその分
だけ減じられる。
 （2021.1.20 受稿，2021.3.12 受理）
（107）大阪高裁昭和 61 年 12 月 9 日判決（判タ 640 号 176 頁）。
（108）「資産の販売等」には「役務の提供」が含まれるため，法人税法 22 条の 2 第 1 項の「資産の販売等に係る目
的物の引渡し又は役務の提供の日」という文言をもって，役務提供に係る収益の計上時期として「目的物の
引渡し」も採用可能であるという解釈論が主張される可能性もあろうか。なお，法人税法 22 条 2 項の資産
概念の意義及び同項においては，資産譲渡の概念が狭く，結果として，役務提供の概念が広いことについて，
中里・前掲注（89）464 頁以下参照。




同法 22 条 4 項の公正処理基準（税会計処理基準）に該当しないと判示している。
（110）平成 18 年 12 月付け企業会計基準委員会「討議資料財務会計の概念フレームワーク」13・14 項参照。
―50―
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〔抄　録〕
　新設された法人税法 22 条の 2 の研究の一環として，同条 1 項の引渡概念ないし引渡基
準の意義を中心に検討する ｡ 具体的には，法人税基本通達が掲げ，同項も明定した引渡し



























ある。一例を挙げると，資源の依存性 3 つの要因によって考察をする際には原則として 1
対 1（発注側企業と発注先企業）の組織間関係に注目をするが，下請制論では社会的分業
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（42） 渡辺幸男［1983b］，p.642. を参考に記しており，同様の主旨を松下［2019b］，p.94. においても記している。
（43）「等」については，松下［2019a］，p.142.注 10 参照。
（44） 具体的な事例蓄積を松下［2019a］の考察手法に適用し考察を深めることは，次の課題とする。



































































































































































『横 浜 経 営 研 究』， 第 37 巻 第 1 号，pp.375-389.（http://www.cba.ynu.ac.jp/gakkai/












 （2021.1.20 受稿，2021.3.9 受理）
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　本調査の概要は表 1 のとおりである。2020 年（令和 2 年）11 月 2 日（月）～11 月 9 日
（月）にかけて Web 登録モニターを対象に，「地域を紡ぐ信頼，社会参加，暮らしの政
策に関する調査」を行った（1）。調査対象者は東京都 23 区在住の市民とし，20 歳以上男女
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調査日 令和 2 年 11 月 2 日（月）～11 月 9 日（月）
調査対象地域 東京都特別区部
調査対象者 20 歳以上男女ウェブ調査登録モニター26,382 人（令和 2 年 8 月現在，楽天インサイト株式会社のパネルデータ）
調査方法 ウェブ調査
抽出方法 人口構成比割付（令和 2 年 1 月時点の住民基本台帳に記載された人口に基づく注1）
都市均等割り付け（目標）
サンプル数 N＝2,300 人（各 100 人×特別区 23 都市）
有効回収サンプル数
N＝2,300，名（内訳／千代田区 97 人，中央区 101 人，港区 101 人，新宿区 101 人，
文京区 101 人，台東区 101 人，墨田区 100 人，江東区 100 人，品川区 99 人，目黒区
100 人，大田区 100 人，世田谷区 100 人，渋谷区 101 人，中野区 100 人，杉並区 101 人，
豊島区 99 人，北区 99 人，荒川区 98 人，板橋区 100 人，練馬区 99 人，足立区 102 人，
葛飾区 101 人，江戸川区 99 人）
注）1：データの出所＝東京都（2019）「第 7 表　区市町村，年齢（5 歳階級），日本人，外国人及び男女別人口」，『住民基本
台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）／令和 2 年 1 月』
（2） 本調査の調査票を設計するにあたり，藤原佳典氏（東京都健康長寿医療センター研究所　社会参加と地域保
健研究チーム研究部長）らが調査協力して 2016 年に実施した「多世代が安心して暮らせる地域づくりに向





























































































































































































































































   の営業を行っていないなど）に注意を払っていた
A：感染のリスクを心配して、身の回りの人といるときは、自分の行動（マスクをつける、アルコール消毒を行う、外出を避け
    る）のみに注意を払っていた。
B：自分の行動に注意を払うだけでなく、身の回りの行動（マスクの着用/非着用、アルコール消毒をする/しない、外出する/





















特性調査（2015 年 7 月実施結果）」によれば，「全国 47 都道府県 15～79 歳男女個人（2,000






















（3） 本知見は楽天インサイト株式会社（2018）から提供を受けた「モニター特性調査（2015 年 7 月実施結果），
2018 年 8 月第 2 版」に関する報告レポートに依拠している。
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表 2　調査対象のサンプル分布（a）
N ％
母集団（R2.1.1 住民基本台帳） 回収サンプル 母集団（R2.1.1住民基本台帳） 回収サンプル
計（a） 男 女 計（b） 男 女 計（a） 男 女 計（b） 男 女
計
計 7,484,425 3,738,858 3,745,567 2,300 1,150 1,150 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 1,269,767 632,565 637,202 391 193 198 17.0 16.9 17.0 17.0 16.8 17.2
30 代 1,468,783 745,856 722,927 468 239 229 19.6 19.9 19.3 20.3 20.8 19.9
40 代 1,595,576 806,420 789,156 496 250 246 21.3 21.6 21.1 21.6 21.7 21.4
50 代 1,294,183 662,907 631,276 391 199 192 17.3 17.7 16.9 17.0 17.3 16.7
60 代 926,945 466,120 460,825 285 142 143 12.4 12.5 12.3 12.4 12.3 12.4





計 51,221 26,312 24,909 97 49 48 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 8,707 4,727 3,980 16 7 9 17.0 18.0 16.0 16.5 14.3 18.8
30 代 11,789 6,293 5,496 23 12 11 23.0 23.9 22.1 23.7 24.5 22.9
40 代 11,890 6,019 5,871 23 12 11 23.2 22.9 23.6 23.7 24.5 22.9
50 代 8,707 4,416 4,291 17 9 8 17.0 16.8 17.2 17.5 18.4 16.7
60 代 5,169 2,591 2,578 15 6 9 10.1 9.8 10.3 15.5 12.2 18.8




計 133,508 63,839 69,669 101 48 53 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 17,855 8,599 9,256 13 6 7 13.4 13.5 13.3 12.9 12.5 13.2
30 代 33,272 15,828 17,444 25 12 13 24.9 24.8 25.0 24.8 25.0 24.5
40 代 34,725 16,487 18,238 26 12 14 26.0 25.8 26.2 25.7 25.0 26.4
50 代 23,797 11,742 12,055 18 9 9 17.8 18.4 17.3 17.8 18.8 17.0
60 代 12,488 6,207 6,281 11 5 6 9.4 9.7 9.0 10.9 10.4 11.3
70 代 11,371 4,976 6,395 8 4 4 8.5 7.8 9.2 7.9 8.3 7.5
港
区
計 203,412 96,298 107,114 101 48 53 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 27,681 13,603 14,078 14 7 7 13.6 14.1 13.1 13.9 14.6 13.2
30 代 45,860 21,472 24,388 23 11 12 22.5 22.3 22.8 22.8 22.9 22.6
40 代 50,712 23,939 26,773 25 12 13 24.9 24.9 25.0 24.8 25.0 24.5
50 代 37,429 18,319 19,110 18 9 9 18.4 19.0 17.8 17.8 18.8 17.0
60 代 21,804 10,375 11,429 11 5 6 10.7 10.8 10.7 10.9 10.4 11.3




計 284,006 145,625 138,381 101 52 49 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 60,581 31,104 29,477 21 11 10 21.3 21.4 21.3 20.8 21.2 20.4
30 代 61,112 32,680 28,432 22 12 10 21.5 22.4 20.5 21.8 23.1 20.4
40 代 56,988 29,609 27,379 20 10 10 20.1 20.3 19.8 19.8 19.2 20.4
50 代 43,942 22,529 21,413 16 8 8 15.5 15.5 15.5 15.8 15.4 16.3
60 代 30,963 15,676 15,287 11 6 5 10.9 10.8 11.0 10.9 11.5 10.2




計 175,779 84,552 91,227 101 48 53 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 31,612 15,824 15,788 18 9 9 18.0 18.7 17.3 17.8 18.8 17.0
30 代 36,674 18,040 18,634 21 10 11 20.9 21.3 20.4 20.8 20.8 20.8
40 代 38,546 18,322 20,224 22 10 12 21.9 21.7 22.2 21.8 20.8 22.6
50 代 29,587 14,118 15,469 17 8 9 16.8 16.7 17.0 16.8 16.7 17.0
60 代 20,400 9,777 10,623 12 6 6 11.6 11.6 11.6 11.9 12.5 11.3






母集団（R2.1.1 住民基本台帳） 回収サンプル 母集団（R2.1.1住民基本台帳） 回収サンプル




計 163,618 85,796 77,822 101 52 49 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 26,107 13,650 12,457 16 8 8 16.0 15.9 16.0 15.8 15.4 16.3
30 代 33,580 17,866 15,714 21 11 10 20.5 20.8 20.2 20.8 21.2 20.4
40 代 35,086 18,413 16,673 21 11 10 21.4 21.5 21.4 20.8 21.2 20.4
50 代 27,247 14,525 12,722 17 9 8 16.7 16.9 16.3 16.8 17.3 16.3
60 代 20,440 10,971 9,469 13 7 6 12.5 12.8 12.2 12.9 13.5 12.2




計 218,367 110,023 108,344 100 52 48 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 37,071 18,310 18,761 17 8 9 17.0 16.6 17.3 17.0 15.4 18.8
30 代 45,758 23,390 22,368 21 11 10 21.0 21.3 20.6 21.0 21.2 20.8
40 代 45,084 23,168 21,916 21 11 10 20.6 21.1 20.2 21.0 21.2 20.8
50 代 35,222 18,204 17,018 16 8 8 16.1 16.5 15.7 16.0 15.4 16.7
60 代 27,202 13,882 13,320 12 6 6 12.5 12.6 12.3 12.0 11.5 12.5




計 404,020 201,613 202,407 100 50 50 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 56,335 28,513 27,822 14 7 7 13.9 14.1 13.7 14.0 14.0 14.0
30 代 78,607 39,296 39,311 20 10 10 19.5 19.5 19.4 20.0 20.0 20.0
40 代 93,722 47,270 46,452 23 12 11 23.2 23.4 22.9 23.0 24.0 22.0
50 代 70,033 36,333 33,700 17 9 8 17.3 18.0 16.6 17.0 18.0 16.0
60 代 51,934 25,640 26,294 13 6 7 12.9 12.7 13.0 13.0 12.0 14.0




計 316,852 158,240 158,612 99 49 50 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 50,165 25,546 24,619 16 8 8 15.8 16.1 15.5 16.2 16.3 16.0
30 代 70,575 35,850 34,725 22 11 11 22.3 22.7 21.9 22.2 22.4 22.0
40 代 69,891 34,949 34,942 22 11 11 22.1 22.1 22.0 22.2 22.4 22.0
50 代 51,790 26,494 25,296 16 8 8 16.3 16.7 15.9 16.2 16.3 16.0
60 代 37,042 18,311 18,731 12 6 6 11.7 11.6 11.8 12.1 12.2 12.0




計 222,725 106,260 116,465 100 48 52 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 35,660 17,479 18,181 16 8 8 16.0 16.4 15.6 16.0 16.7 15.4
30 代 48,935 23,604 25,331 22 11 11 22.0 22.2 21.7 22.0 22.9 21.2
40 代 50,024 23,723 26,301 23 11 12 22.5 22.3 22.6 23.0 22.9 23.1
50 代 38,715 18,698 20,017 17 8 9 17.4 17.6 17.2 17.0 16.7 17.3
60 代 24,708 11,821 12,887 11 5 6 11.1 11.1 11.1 11.0 10.4 11.5




計 576,107 291,933 284,174 100 51 49 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 101,069 49,738 51,331 18 9 9 17.5 17.0 18.1 18.0 17.6 18.4
30 代 105,863 54,693 51,170 18 9 9 18.4 18.7 18.0 18.0 17.6 18.4
40 代 117,884 60,590 57,294 21 11 10 20.5 20.8 20.2 21.0 21.6 20.4
50 代 99,722 52,461 47,261 17 9 8 17.3 18.0 16.6 17.0 17.6 16.3
60 代 74,878 38,414 36,464 13 7 6 13.0 13.2 12.8 13.0 13.7 12.2
70 代 76,691 36,037 40,654 13 6 7 13.3 12.3 14.3 13.0 11.8 14.3
出所）同上
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表 4　調査対象のサンプル分布（c）
N ％
母集団（R2.1.1 住民基本台帳） 回収サンプル 母集団（R2.1.1住民基本台帳） 回収サンプル





計 712,117 339,718 372,399 100 48 52 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 116,474 55,785 60,689 17 8 9 16.4 16.4 16.3 17.0 16.7 17.3
30 代 136,692 65,405 71,287 19 9 10 19.2 19.3 19.1 19.0 18.8 19.2
40 代 158,748 75,272 83,476 23 11 12 22.3 22.2 22.4 23.0 22.9 23.1
50 代 132,258 65,213 67,045 18 9 9 18.6 19.2 18.0 18.0 18.8 17.3
60 代 86,821 42,079 44,742 12 6 6 12.2 12.4 12.0 12.0 12.5 11.5




計 184,998 90,198 94,800 101 49 52 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 28,893 13,997 14,896 16 8 8 15.6 15.5 15.7 15.8 16.3 15.4
30 代 43,098 21,827 21,271 23 12 11 23.3 24.2 22.4 22.8 24.5 21.2
40 代 42,399 20,774 21,625 23 11 12 22.9 23.0 22.8 22.8 22.4 23.1
50 代 31,488 15,437 16,051 17 8 9 17.0 17.1 16.9 16.8 16.3 17.3
60 代 20,262 9,823 10,439 11 5 6 11.0 10.9 11.0 10.9 10.2 11.5




計 272,479 141,006 131,473 100 52 48 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 55,515 28,568 26,947 20 10 10 20.4 20.3 20.5 20.0 19.2 20.8
30 代 59,746 32,394 27,352 22 12 10 21.9 23.0 20.8 22.0 23.1 20.8
40 代 54,440 29,083 25,357 20 11 9 20.0 20.6 19.3 20.0 21.2 18.8
50 代 42,522 22,167 20,355 15 8 7 15.6 15.7 15.5 15.0 15.4 14.6
60 代 30,494 15,227 15,267 12 6 6 11.2 10.8 11.6 12.0 11.5 12.5




計 453,639 220,908 232,731 101 49 52 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 82,327 39,217 43,110 19 9 10 18.1 17.8 18.5 18.8 18.4 19.2
30 代 92,754 46,324 46,430 20 10 10 20.4 21.0 20.0 19.8 20.4 19.2
40 代 94,105 46,431 47,674 21 10 11 20.7 21.0 20.5 20.8 20.4 21.2
50 代 77,344 38,615 38,729 18 9 9 17.0 17.5 16.6 17.8 18.4 17.3
60 代 54,878 26,830 28,048 12 6 6 12.1 12.1 12.1 11.9 12.2 11.5




計 236,484 121,518 114,966 99 51 48 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 50,817 25,625 25,192 22 11 11 21.5 21.1 21.9 22.2 21.6 22.9
30 代 50,232 26,618 23,614 21 11 10 21.2 21.9 20.5 21.2 21.6 20.8
40 代 46,675 24,687 21,988 19 10 9 19.7 20.3 19.1 19.2 19.6 18.8
50 代 36,216 18,891 17,325 15 8 7 15.3 15.5 15.1 15.2 15.7 14.6
60 代 26,682 13,706 12,976 11 6 5 11.3 11.3 11.3 11.1 11.8 10.4
70 代 25,862 11,991 13,871 11 5 6 10.9 9.9 12.1 11.1 9.8 12.5
北
区
計 276,663 141,032 135,631 99 51 48 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 48,214 24,472 23,742 18 9 9 17.4 17.4 17.5 18.2 17.6 18.8
30 代 54,823 28,799 26,024 19 10 9 19.8 20.4 19.2 19.2 19.6 18.8
40 代 54,537 28,688 25,849 19 10 9 19.7 20.3 19.1 19.2 19.6 18.8
50 代 43,069 22,382 20,687 15 8 7 15.6 15.9 15.3 15.2 15.7 14.6
60 代 36,447 18,595 17,852 13 7 6 13.2 13.2 13.2 13.1 13.7 12.5






母集団（R2.1.1 住民基本台帳） 回収サンプル 母集団（R2.1.1住民基本台帳） 回収サンプル




計 168,401 85,414 82,987 98 50 48 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 28,343 14,309 14,034 16 8 8 16.8 16.8 16.9 16.3 16.0 16.7
30 代 32,163 16,519 15,644 19 10 9 19.1 19.3 18.9 19.4 20.0 18.8
40 代 35,214 18,007 17,207 21 11 10 20.9 21.1 20.7 21.4 22.0 20.8
50 代 27,607 14,312 13,295 16 8 8 16.4 16.8 16.0 16.3 16.0 16.7
60 代 22,276 11,407 10,869 13 7 6 13.2 13.4 13.1 13.3 14.0 12.5




計 446,820 223,571 223,249 100 50 50 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 80,975 38,835 42,140 18 9 9 18.1 17.4 18.9 18.0 18.0 18.0
30 代 82,558 42,009 40,549 18 9 9 18.5 18.8 18.2 18.0 18.0 18.0
40 代 89,880 46,447 43,433 20 10 10 20.1 20.8 19.5 20.0 20.0 20.0
50 代 73,940 38,332 35,608 17 9 8 16.5 17.1 15.9 17.0 18.0 16.0
60 代 59,432 30,120 29,312 14 7 7 13.3 13.5 13.1 14.0 14.0 14.0




計 564,546 277,779 286,767 99 49 50 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 97,199 46,683 50,516 17 8 9 17.2 16.8 17.6 17.2 16.3 18.0
30 代 103,227 51,267 51,960 18 9 9 18.3 18.5 18.1 18.2 18.4 18.0
40 代 116,675 58,748 57,927 20 10 10 20.7 21.1 20.2 20.2 20.4 20.0
50 代 104,161 52,929 51,232 18 9 9 18.5 19.1 17.9 18.2 18.4 18.0
60 代 73,146 36,718 36,428 13 7 6 13.0 13.2 12.7 13.1 14.3 12.0




計 530,113 271,714 258,399 102 52 50 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 83,196 43,346 39,850 16 8 8 15.7 16.0 15.4 15.7 15.4 16.0
30 代 87,314 45,520 41,794 17 9 8 16.5 16.8 16.2 16.7 17.3 16.0
40 代 110,382 57,892 52,490 21 11 10 20.8 21.3 20.3 20.6 21.2 20.0
50 代 95,911 50,487 45,424 19 10 9 18.1 18.6 17.6 18.6 19.2 18.0
60 代 72,749 37,529 35,220 14 7 7 13.7 13.8 13.6 13.7 13.5 14.0




計 355,310 181,499 173,811 101 51 50 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 55,295 28,275 27,020 16 8 8 15.6 15.6 15.5 15.8 15.7 16.0
30 代 60,454 31,404 29,050 17 9 8 17.0 17.3 16.7 16.8 17.6 16.0
40 代 72,848 38,037 34,811 21 11 10 20.5 21.0 20.0 20.8 21.6 20.0
50 代 64,663 33,722 30,941 18 9 9 18.2 18.6 17.8 17.8 17.6 18.0
60 代 50,518 26,114 24,404 14 7 7 14.2 14.4 14.0 13.9 13.7 14.0





計 533,240 274,010 259,230 99 51 48 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
20 代 89,676 46,360 43,316 17 9 8 16.8 16.9 16.7 17.2 17.6 16.7
30 代 93,697 48,758 44,939 17 9 8 17.6 17.8 17.3 17.2 17.6 16.7
40 代 115,121 59,865 55,256 21 11 10 21.6 21.8 21.3 21.2 21.6 20.8
50 代 98,813 52,581 46,232 19 10 9 18.5 19.2 17.8 19.2 19.6 18.8
60 代 66,212 34,307 31,905 12 6 6 12.4 12.5 12.3 12.1 11.8 12.5
70 代 69,721 32,139 37,582 13 6 7 13.1 11.7 14.5 13.1 11.8 14.6
出所）同上
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2.4.2　回答者の属性
　回答者の性別はいずれの特別区においても男女比がほぼ 1：1 の割合で構成されている。
表 2 を参照し，男女計に基づく年齢階層別の回収結果（％）によれば，「20 歳代」は
17.0％，「30 歳代」は 20.3％，「40 歳代」は 21.6％，「50 歳代」は 17.0％，「60 歳代」は
12.4％，「70 歳代」は 11.7％である。また，表 6 の記述統計に基づくと，平均年齢は 46.7
歳の働き世代の回答者が多い。
　そして，世帯年収でみると「400 万円以上 600 万円未満」の割合が 21.1％（最頻値）になっ
ている。累積比率でみると，その世帯年収の前後が特別区部の中央値である。なお，特別












































5 年未満 652 28.3
5～10 年未満 392 17.0
10～20 年未満 436 19.0
20～30 年未満 309 13.4
30～50 年未満 331 14.4
50～60 年未未満 90 3.9





















































　東京には首都・中枢の区部と市町村島部を合わせて，現在（令和 2 年 11 月 1 日），約 1,390




都心 副都心インナー城西 インナー城南 インナー城東 アウター西
アウター
北・東
指標 n ％ n ％ n ％ n ％ n ％ n ％
計 299 100.0 602 100.0 199 100.0 398 100.0 300 100.0 502 100.0
性別
男性 145 48.5 300 49.8 100 50.3 205 51.5 146 48.7 254 50.6
女性 154 51.5 302 50.2 99 49.7 193 48.5 154 51.3 248 49.4
年齢 平均値 46.0 45.6 47.0 47.1 46.7 47.9
世帯収入（万円）
200＞ 18 6.0 60 10.0 12 6.0 51 12.8 35 11.7 44 8.8
200－400＞ 39 13.0 114 18.9 46 23.1 59 14.8 79 26.3 110 21.9
400－600＞ 45 15.1 141 23.4 42 21.1 87 21.9 60 20.0 111 22.1
600－800＞ 44 14.7 88 14.6 38 19.1 74 18.6 37 12.3 87 17.3
800－1,000＞ 46 15.4 63 10.5 24 12.1 52 13.1 43 14.3 68 13.5
1,000－1,200＞ 30 10.0 58 9.6 20 10.1 27 6.8 22 7.3 38 7.6
1200≦ 77 25.8 78 13.0 17 8.5 48 12.1 24 8.0 44 8.8
居住年数
5 年未満 101 33.8 184 30.6 54 27.1 114 28.6 75 25.0 124 24.7
5～10 年未満 68 22.7 103 17.1 30 15.1 67 16.8 49 16.3 75 14.9
10～20 年未満 58 19.4 112 18.6 44 22.1 70 17.6 60 20.0 92 18.3
20～30 年未満 32 10.7 86 14.3 16 8.0 42 10.6 54 18.0 79 15.7
30～50 年未満 29 9.7 72 12.0 40 20.1 51 12.8 45 15.0 94 18.7
50～60 年未未満 5 1.7 18 3.0 9 4.5 24 6.0 11 3.7 23 4.6
60 年以上 6 2.0 27 4.5 6 3.0 30 7.5 6 2.0 15 3.0
最終学歴
小・中学校 1 0.3 2 0.3 2 1.0 5 1.3 2 0.7 9 1.8
高等学校 28 9.4 74 12.3 31 15.6 76 19.1 40 13.3 113 22.5
短大・専門学校 47 15.7 109 18.1 43 21.6 76 19.1 62 20.7 99 19.7
大学 186 62.2 359 59.6 108 54.3 204 51.3 167 55.7 247 49.2
大学院 37 12.4 57 9.5 15 7.5 37 9.3 29 9.7 32 6.4
その他 0 0.0 1 0.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.4
居住形態
持ち家　一戸建て 24 8.0 146 24.3 52 26.1 109 27.4 92 30.7 133 26.5
持ち家　集合住宅 112 37.5 143 23.8 57 28.6 113 28.4 49 16.3 140 27.9
賃貸　　一戸建て 3 1.0 13 2.2 4 2.0 4 1.0 10 3.3 8 1.6
賃貸　　集合住宅 151 50.5 287 47.7 80 40.2 168 42.2 147 49.0 216 43.0
住み込み，寄宿舎，独身寮 9 3.0 13 2.2 6 3.0 4 1.0 2 0.7 5 1.0
出所）筆者作成
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東京都区部 38.0 42.4 13.1 72.3 43.6 53.3 26.8 20.1  64 24.7  43 31.8 27.8 13.2  7.7
都心
計 34.8 42.5  9.7 68.6 44.8 48.8 30.1 13.4 58.2 20.4 40.8 36.8 27.1 11.7  7.0
千代田 43.2 48.5 13.4 67.0 46.4 52.6 32.0 19.6 56.7 20.6 40.2 37.1 33.0 11.3  7.2
中央 31.7 39.6  9.9 64.4 39.6 45.5 28.7 12.9 53.5 15.8 44.6 35.6 22.8 12.9  5.9
港 30.7 39.6 5.9 74.3 48.5 48.5 29.7  7.9 64.4 24.8 37.6 37.6 25.7 10.9  7.9
副都心
インナー城西
計 36.9 38.7 12.0 72.1 38.4 55.5 26.6 18.1 64.3 24.1 47.5 33.9 25.2 14.0  8.0
新宿 30.7 38.6 14.9 66.3 33.7 57.4 26.7 20.8 60.4 19.8 46.5 25.7 23.8 14.9  6.9
文京 36.6 36.6 12.9 78.2 48.5 49.5 24.8 18.8 75.2 32.7 47.5 38.6 25.7  9.9  6.9
渋谷 36.6 43.6  7.9 77.2 36.6 66.3 30.7 16.8 72.3 23.8 52.5 39.6 20.8 10.9  6.9
豊島 36.4 35.4 11.1 62.6 32.3 49.5 23.2 20.2 52.5 16.2 49.5 31.3 35.4 17.2 12.1
中野 43.0 36.0 14.0 72.0 40.0 54.0 24.0 13.0 66.0 25.0 43.0 30.0 22.0 16.0  5.0
目黒 38.0 42.0 11.0 76.0 39.0 56.0 30.0 19.0 59.0 27.0 46.0 38.0 24.0 15.0 10.0
インナー城南
計 36.7 45.2 14.6 72.9 44.7 55.8 26.6 26.6 67.3 26.1 44.7 31.2 27.6 13.6  8.0
品川 37.4 45.5 12.1 68.7 42.4 52.5 24.2 24.2 60.6 23.2 44.4 29.3 28.3 13.1 10.1
大田 36.0 45.0 17.0 77.0 47.0 59.0 29.0 29.0 74.0 29.0 45.0 33.0 27.0 14.0  6.0
インナー城東
計 39.9 44.7 16.8 72.9 47.2 53.3 27.6 25.4 65.1 27.4 38.9 27.6 33.7 10.8  7.3
台東 42.6 44.6 20.8 65.3 46.5 57.4 29.7 32.7 59.4 29.7 42.6 32.7 32.7 11.9 5.9
墨田 35.0 40.0 15.0 71.0 50.0 49.0 22.0 23.0 67.0 27.0 36.0 27.0 30.0  9.0  6.0
荒川 38.8 48.0 21.4 81.6 52.0 58.2 34.7 23.5 69.4 24.5 45.9 31.6 34.7 12.2  9.2
北 43.4 46.5 10.1 73.7 40.4 48.5 24.2 22.2 64.6 28.3 31.3 19.2 37.4 10.1  8.1
アウター西
計 43.7 46.7 13.3 75.3 47.0 54.3 26.3 17.3 61.3 24.3 41.3 30.7 20.7 14.0  6.0
世田谷 49.0 44.0 13.0 72.0 52.0 57.0 20.0 16.0 56.0 30.0 43.0 33.0 22.0 12.0  7.0
杉並 41.6 51.5 12.9 81.2 42.6 54.5 34.7 13.9 66.3 21.8 42.6 37.6 19.8 15.8  6.9
練馬 40.4 44.4 14.1 72.7 46.5 51.5 24.2 22.2 61.6 21.2 38.4 21.2 20.2 14.1  4.0
アウター
北・東
計 36.9 41.4 12.7 72.3 43.8 51.6 24.9 21.3 66.3 25.3 42.4 30.7 30.9 14.3  9.2
板橋 35.0 31.0 15.0 70.0 46.0 54.0 18.0 14.0 59.0 21.0 44.0 30.0 32.0 11.0  7.0
足立 39.2 41.2  9.8 75.5 40.2 45.1 19.6 18.6 63.7 22.5 37.3 26.5 24.5  5.9  5.9
葛飾 29.7 43.6 15.8 73.3 38.6 54.5 29.7 23.8 72.3 24.8 36.6 32.7 28.7 23.8 10.9
江戸川 32.3 38.4 12.1 68.7 47.5 49.5 30.3 28.3 66.7 33.3 42.4 29.3 37.4 15.2 11.1






































































































































東京区部 54.0 37.6 35.7 46.8 40.0 43.3 33.7 42.6 36.9 61.0
都心
計 55.9 38.5 38.1 47.2 39.5 44.1 34.1 42.1 34.4 54.5
千代田 61.9 44.3 45.4 54.6 44.3 51.5 43.3 52.6 36.1 58.8
中央 49.5 39.6 33.7 41.6 33.7 40.6 26.7 37.6 34.7 53.5
港 56.4 31.7 35.6 45.5 40.6 40.6 32.7 36.6 32.7 51.5
副都心
インナー城西
計 55.3 40.0 37.2 50.8 41.2 46.8 34.6 41.9 37.9 63.6
新宿 52.5 41.6 33.7 47.5 35.6 38.6 32.7 35.6 32.7 56.4
文京 54.5 40.6 40.6 50.5 44.6 47.5 30.7 41.6 41.6 61.4
渋谷 58.4 40.6 42.6 58.4 50.5 52.5 40.6 52.5 47.5 72.3
豊島 51.5 35.4 26.3 44.4 39.4 44.4 31.3 38.4 35.4 62.6
中野 61.0 42.0 38.0 52.0 42.0 50.0 39.0 40.0 36.0 65.0
目黒 54.0 40.0 42.0 52.0 35.0 48.0 33.0 43.0 34.0 64.0
インナー城南
計 50.8 35.7 40.2 48.7 38.7 45.7 34.7 45.7 41.2 62.3
品川 47.5 38.4 39.4 45.5 40.4 45.5 30.3 46.5 39.4 60.6
大田 54.0 33.0 41.0 52.0 37.0 46.0 39.0 45.0 43.0 64.0
インナー城東
計 54.3 36.9 37.7 46.2 44.7 43.0 37.2 49.2 40.2 64.6
台東 55.4 42.6 40.6 45.5 47.5 46.5 41.6 50.5 44.6 66.3
墨田 49.0 35.0 38.0 42.0 47.0 40.0 36.0 47.0 37.0 67.0
荒川 52.0 35.7 35.7 49.0 48.0 42.9 34.7 53.1 39.8 62.2
北 60.6 34.3 36.4 48.5 36.4 42.4 36.4 46.5 39.4 62.6
アウター西
計 56.0 35.7 30.7 47.7 36.3 42.7 32.0 37.7 35.3 61.7
世田谷 59.0 38.0 41.0 54.0 33.0 43.0 31.0 42.0 36.0 63.0
杉並 56.4 39.6 29.7 47.5 41.6 45.5 33.7 41.6 39.6 62.4
練馬 52.5 29.3 21.2 41.4 34.3 39.4 31.3 29.3 30.3 59.6
アウター北・東
計 51.0 36.5 32.1 41.0 37.6 38.4 30.1 40.0 33.7 58.2
板橋 56.0 37.0 40.0 41.0 38.0 38.0 34.0 39.0 36.0 56.0
足立 57.8 43.1 26.5 48.0 38.2 45.1 30.4 42.2 36.3 60.8
葛飾 49.5 30.7 23.8 33.7 34.7 35.6 25.7 34.7 32.7 59.4
江戸川 43.4 35.4 34.3 44.4 35.4 38.4 31.3 44.4 32.3 55.6




代田区は，8 項目で区部（全体）の水準以上の値が目立つのに対し，中央区や港区は 9 項目，
8 項目で水準以下の値が多い。また，副都心インナー城西エリアも該当し，同様の傾向は，













　では，都市別に集計された世代間継承に関する 10 項目は，前述の社会関係資本の 15 項
目とどのように関係しているのであろうか。筆者は，区部の全体水準と比べたそれぞれの
項目に関する差異（増減率）を利用し，散布図によって両者の関係を可視化する作業を行っ







































































指標 そう思う ややそう思う 計 そう思う ややそう思う 計 そう思う ややそう思う 計n ％ n ％ ％ n ％ n ％ ％ n ％ n ％ ％
都心
計 2 0.7 38 12.7 13.4 4 1.3 11 3.7 5.0 2 0.7 10 3.3 4.0
千代田 1 1.0 15 15.5 16.5 1 1.0 5 5.2 6.2 1 1.0 3 3.1 4.1
中央 1 1.0 13 12.9 13.9 2 2.0 2 2.0 4.0 1 1.0 5 5.0 6.0




計 12 2.0 80 13.3 15.3 9 5.0 34 5.6 7.1 10 1.7 27 4.5 6.2
新宿 3 3.0 14 13.9 16.9 1 1.0 6 5.9 6.9 1 1.0 6 5.9 6.9
文京 3 3.0 19 18.8 21.8 3 3.0 11 10.9 13.9 4 4.0 5 5.0 9.0
渋谷 0 0.0 13 12.9 12.9 0 0.0 4 4.0 4.0 0 0.0 5 5.0 5.0
豊島 3 3.0 9 9.1 12.1 2 2.0 5 5.1 7.1 2 2.0 4 4.0 6.0
中野 1 1.0 10 10.0 11.0 1 1.0 4 4.0 5.0 1 1.0 4 4.0 5.0
目黒 2 2.0 15 15.0 17.0 2 2.0 4 4.0 6.0 2 2.0 3 3.0 5.0
インナー
城南
計 3 2.3 32 15.8 18.1 2 1.0 12 6.0 7.0 1 0.5 14 7.0 7.5
品川 1 1.0 19 19.2 20.2 2 2.0 7 7.1 9.1 1 1.0 9 9.1 10.1
大田 2 2.0 13 13.0 15.0 0 0.0 5 5.0 5.0 0 0.0 5 5.0 5.0
インナー
城東
計 9 2.3 63 15.8 18.1 3 0.8 22 5.5 6.3 6 1.5 32 8.0 9.5
台東 4 4.0 20 19.8 23.8 0 0.0 4 4.0 4.0 1 1.0 12 11.9 12.9
墨田 3 3.0 25 25.0 28.0 2 2.0 8 8.0 10.0 2 2.0 5 5.0 7.0
荒川 1 1.0 10 10.2 11.2 0 0.0 5 5.1 5.1 2 2.0 10 10.2 12.2
北 1 1.0 8 8.1 9.1 1 1.0 5 5.1 6.1 1 1.0 5 5.1 6.1
アウター
西
計 5 1.7 38 12.7 14.4 4 1.3 13 4.3 5.6 2 0.7 18 6.0 6.7
世田谷 1 1.0 20 20.0 21.0 1 1.0 6 6.0 7.0 0 0.0 6 6.0 6.0
杉並 4 4.0 16 15.8 19.8 3 3.0 3 3.0 6.0 2 2.0 5 5.0 7.0
練馬 0 0.0 2 2.0 2.0 0 0.0 4 4.0 4.0 0 0.0 7 7.1 7.1
アウター
北・東
計 9 1.8 75 14.9 16.7 6 1.2 31 6.2 7.4 5 1.0 41 8.2 9.2
板橋 3 3.0 13 13.0 16.0 2 2.0 3 3.0 5.0 2 2.0 3 3.0 5.0
足立 0 0.0 8 7.8 7.8 1 1.0 4 3.9 4.9 0 0.0 5 4.9 4.9
葛飾 0 0.0 15 14.9 14.9 0 0.0 9 8.9 8.9 1 1.0 9 8.9 9.9
江戸川 1 1.0 19 19.2 20.2 1 1.0 9 9.1 10.1 2 2.0 9 9.1 11.1










































































首長 区議会議員 施策・事業 情報開示 区職員
























東京都区部 21.3 16.8 15.3 12.3 14.2 29.0 18.3 19.1  16 19.7
都心
計 18.7 15.4 15.1 12.7 15.4 25.4 16.4 22.1 17.7 15.1
千代田 16.5 16.5 20.6 16.5 15.5 27.8 16.5 22.7 18.6 12.4
中央 17.8 14.9 11.9 10.9 15.8 26.7 19.8 23.8 18.8 16.8




計 18.9 16.8 13.5 10.6 12.8 27.4 14.8 18.1 14.6 18.8
新宿 14.9 14.9 12.9  8.9 12.9 14.9  6.9 12.9 13.9 20.8
文京 23.8 19.8 15.8 11.9 13.9 29.7 16.8 17.8 15.8 22.8
渋谷 21.8 17.8 13.9 10.9 12.9 32.7 14.9 18.8 12.9 19.8
豊島 19.2 18.2 12.1 13.1 15.2 29.3 23.2 19.2 15.2 16.2
中野 21.0 16.0 15.0 13.0 14.0 32.0 16.0 18.0 17.0 21.0
目黒 13.0 14.0 11.0  6.0  8.0 26.0 11.0 22.0 13.0 12.0
インナー
城南
計 25.1 16.1 18.6 13.1 13.1 32.7 19.1 18.6 18.1 25.1
品川 29.3 18.2 23.2 16.2 16.2 40.4 27.3 22.2 21.2 28.3
大田 21.0 14.0 14.0 10.0 10.0 25.0 11.0 15.0 15.0 22.0
インナー
城東
計 23.1 17.8 18.3 14.1 16.6 29.9 22.9 18.6 17.6 19.6
台東 30.7 23.8 21.8 19.8 19.8 36.6 28.7 23.8 23.8 19.8
墨田 23.0 16.0 14.0 12.0 13.0 25.0 22.0 17.0 13.0 24.0
荒川 19.4 20.4 17.3 12.2 18.4 29.6 19.4 16.3 14.3 18.4
北 19.2 11.1 20.2 12.1 15.2 28.3 21.2 17.2 19.2 16.2
アウター
西
計 20.3 15.3 11.7 10.0 12.3 31.0 18.7 18.0 17.3 23.7
世田谷 26.0 21.0 16.0 14.0 17.0 36.0 24.0 23.0 19.0 30.0
杉並 19.8 15.8 10.9 10.9 12.9 26.7 18.8 17.8 16.8 21.8
練馬 15.2  9.1  8.1  5.1  7.1 30.3 13.1 13.1 16.2 19.2
アウター
北・東
計 23.1 17.9 16.3 13.9 14.9 29.7 19.5 19.9 13.7 19.1
板橋 12.0 12.0 14.0 16.0 13.0 23.0 17.0 14.0 11.0 15.0
足立 27.5 23.5 15.7 11.8 16.7 39.2 22.5 20.6 14.7 18.6
葛飾 23.8 18.8 13.9 10.9 13.9 23.8 17.8 14.9 12.9 17.8
江戸川 32.3 21.2 20.2 19.2 17.2 27.3 21.2 23.2 15.2 26.3
江東 20.0 14.0 18.0 12.0 14.0 35.0 19.0 27.0 15.0 18.0
出所）筆者作成
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A に近い（賛意） どちらかといえば A
計
A に近い（賛意） どちらかといえば A
計
n ％ n ％ n ％ n ％
東京都区部 60 2.6 410 17.8 20.4 35 1.5 356 15.5 17.0
都心
計 9 3.0 43 14.4 17.4 5 1.7 45 15.1 16.8
千代田 1 1.0 16 16.5 17.5 0 0.0 16 16.5 16.5
中央 3 3.0 14 13.9 16.9 1 1.0 16 15.8 16.8




計 13 2.2 108 17.9 20.1 9 1.5 80 13.3 14.8
新宿 1 1.0 21 20.8 21.8 1 1.0 14 13.9 14.9
文京 4 4.0 16 15.8 19.8 4 4.0 8  7.9 11.9
渋谷 1 1.0 23 22.8 23.8 1 1.0 19 18.8 19.8
豊島 3 3.0 18 18.2 21.2 1 1.0 17 17.2 18.2
中野 1 1.0 17 17.0 18.0 0 0.0 14 14.0 14.0
目黒 3 3.0 13 13.0 16.0 2 2.0 8  8.0 10.0
インナー
城南
計 5 2.5 34 17.1 19.6 4 2.0 30 15.1 17.1
品川 5 5.1 17 17.2 22.3 3 3.0 16 16.2 19.2
大田 0 0.0 17 17.0 17.0 1 1.0 14 14.0 15.0
インナー
城東
計 16 4.0 77 19.3 23.3 8 2.0 66 16.6 18.6
台東 4 4.0 16 15.8 19.8 2 2.0 12 11.9 13.9
墨田 7 7.0 18 18.0 25.0 2 2.0 11 11.0 13.0
荒川 3 3.1 18 18.4 21.5 2 2.0 19 19.4 21.4
北 2 2.0 25 25.3 27.3 2 2.0 24 24.2 26.2
アウター
西
計 5 1.7 57 19.0 20.7 3 1.0 56 18.7 19.7
世田谷 3 3.0 25 25.0 28.0 1 1.0 23 23.0 24.0
杉並 1 1.0 20 19.8 20.8 1 1.0 21 20.8 21.8
練馬 1 1.0 12 12.1 13.1 1 1.0 12 12.1 13.1
アウター
北・東
計 12 2.4 91 18.1 20.5 6 1.2 79 15.7 16.9
板橋 5 5.0 17 17.0 22.0 2 2.0 11 11.0 13.0
足立 1 1.0 20 19.6 20.6 1 1.0 20 19.6 20.6
葛飾 0 0.0 17 16.8 16.8 0 0.0 12 11.9 11.9
江戸川 3 3.0 18 18.2 21.2 1 1.0 15 15.2 16.2
江東 3 3.0 19 19.0 22.0 2 2.0 21 21.0 23.0
―102―
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4．結語―分析結果の考察
































































 （2021.1.31 受稿，2021.3.19 受理）
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　収益不動産ローン関係の営業推進項目の達成率は，表 9 のとおりである。2011 年度か














2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度
全体の達成率 114.8％ 90.6％ 83.1％ 91.3％ 94.8％ 48.8％ 25.3％
パーソナル・バンクの達成率 127.3％ 101.5％ 92.3％ 101.4％ 94.6％ 55.8％ 25.8％














































（3） 例えば，2016年度の営業推進項目では，パーソナル・バンクの収益不動産ローンの目標値は 89,310 百万円





















　・「毎日，毎日，怒鳴り続けられ，昼食も 2 週間ぐらい全然行かせてもらえず，夜も 11
時過ぎまで仕事をさせられ体調が悪くなり，夜，眠れなくなってうつ病になり，銀行
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　ちなみに，2010 年以降に幹部行員に登用された 165 人のうち，パーソナル・バンク経






















千葉商大論叢　第 58 巻　第 3 号（2021 年 3 月）
8.4　キックバックの授受
　行員に対するアンケート調査では，チャネルからキックバックを受けていた可能性のあ











































































された」。複数の OB はそう口をそろえる」（朝日新聞 2019 年 3 月 16 日朝刊記事「スルガファミリー下　「夢
前案内人」，現実は」）。
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（12）「元取締役の供述によれば，2016 年 3 月，融資していた医師が自己破産した際，最後は無担保で貸付をして
いたため，喜之助氏に対し，「こういうやり方はまずい。」と伝えたところ，喜之助氏もまずいと思っている
















































































　2015 年 2 月にはスマートライフに対する内部告発が行われ，同 4 月から審査部がシェ
アハウスの物件調査を開始した。その結果，入居状況の確認が困難であること及び入居率
がかなり低いと推定されること（18）などの問題点が認識された。前述（7.4 参照）のとおり
2015 年 5 月に審査第二部長がシェアハウスローンの稟議に異議を唱え，シェアハウス会
議の開催に至ったのも，こうした認識を踏まえての行動と思量される。
　ちなみに，内部告発を受けてスマートライフやそのダミー会社が取引禁止とされたが，
（17）大地（2016）の 79 頁の図解によれば，スマートライフのシェアハウスは 2 階建で，各階に個室 7 室（各 4.4 畳）
と，共用部分として炊事室 1 箇所・トイレ 1 箇所・シャワー室 2 箇所が設置されている。このように間取り
が非常に特殊であるため，シェアハウス事業が成功しなかった場合，建物を他の用途に転用することは困難
である。
（18） 2015 年 4 月に 72 件の入居状況を調査した結果，「明らかに満室」が 3 件，「明らかに未入居」が 8 件，「問題









































　融資額 1 億円以上の案件について営業側と審査側が意見交換をする SSP 会議にも麻生
氏は毎回出席し，「SSP 会議ではパワハラで恫喝が当たり前」（第三者委員会報告書 174 頁）
という振る舞いで，審査担当者に圧力をかける場に変質させていた（19）。さらに営業担当
―116―























　2013 年 4 月時点の審査第二部の体制は計 8 人，そのうち麻生氏の直属部下だった経歴
を有する者は 1 人，パーソナル・バンクの勤務歴を有する者は 4 人であった（重複あり。
次も同じ）。しかし 2018 年 4 月には，計 14 人のうち前者が 7 人，後者が 13 人に増加して
いた。こうした経歴の人物が，営業側に対して及び腰になりがちなことは言うまでもない。
　人事介入の中でも特に重大な事案が，2014 年 5 月の審査第二部長の交代である。当時，
審査第二部長は 2 人配置され，1 人はスルガ平本部（静岡県長泉町所在）に所在し，もう
1 人が東京本部でパーソナル・バンクの審査を担当していたが，この 2 人の勤務地を入れ




























　柳沢氏は，2013 年 4 月から執行役員（後に執行役員常務）・審査部長を務め，2017 年 4
月からは常務取締役として審査部を管掌した。同氏は，以下のとおり収益不動産ローン等
の問題点を認識していた。
　・柳沢氏は，2013 年以降，偽装に関する 30 件以上の外部通報の報告を受けていた。














　・柳沢氏は，2016 年 3 月に FACTA オンラインに記事「「かぼちゃの馬車」スマートラ
イフの裏側」が掲載されたことを認識していた。



































　信用リスク委員会では，2016 年 1 月にシェアハウスの入居状況を外観から確認するの
は困難と柳沢審査部長が報告したにもかかわらず，その後に特段の調査を行った形跡はな
い。2017 年 4 月には同委員会でサクト問題が取り上げられたが，「サクトの破綻は募集能
力がなかったことや販売不振によるもので，サクト固有の事情である」との麻生氏の一方
的な説明によって議論が封じられた。信用リスク委員会が初めて営業側に抵抗したのは







































































かったはずである。しかし，第三者委員会報告書によれば，2014 年から 2017 年にかけて
の監査担当者の誰一人として，シェアハウスローンの不審点を認識するどころか，シェア








　スマートライフに関する 3 件の内部告発の処理状況は，以下のとおりである（7.2 参照）。









































（22）一例を挙げると，2014 年に外部通報によりチャネル 4 社について団体信用生命保険の診断書の偽装が発覚し
た件は，審査部管掌取締役やコンプライアンス管掌取締役に報告され，2015 年 1 月の経営会議でも審議され
たが，団体信用生命保険の手続きの改訂という弥縫的対策にとどまった。
―122―


































































いて」（2019 年 5 月 15 日）には，「ヘルプラインの実効性を高めるために，事前の所属長
4 4 4 4 4 4
等への相談を不要とするコンプライアンス規程の改訂を行ないました


















































































ト（A2 社），スルガ総合保険（A3 社）など 5 社は，岡野喜一郎氏の三男の岡野喜平太氏（以
（27）ファミリー企業に関する事実関係の認定は，取締役等責任調査委員会の『調査報告書（公表版）（2018 年 12
月 27 日）』（以下，「ファミリー企業報告書①」）と監査役責任調査委員会の『調査報告書（公表版）（2018 年
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下，「岡野（次弟）氏」）が代表を務めていた（29）。それ以外のファミリー企業は岡野（弟）





たらせていた。その中でも番頭格の 3 人の OB が，それぞれ数社のファミリー企業を担当
し，岡野（弟）氏の指示に基づき資金繰りなどを行っていた。ちなみに，2016 年 7 月に
岡野（弟）氏が死去した後は，番頭格 3 人と岡野（弟）氏の子によってファミリー企業が
運営されていた。
　岡野（次弟）氏が経営する A1 社・A2 社・A3 社はスルガ銀行の大株主であり，その所
有株式の比率は，2018 年 3 月末時点でそれぞれ 5.48%，2.91%，4.74% であった（30）。また，
岡野（弟）氏管理下の B1 社と B2 社もかつて株主であったが，後述（10.4 参照）のとお






フェ美術館（F1 美術館）である。同美術館は 1973 年に岡野喜一郎氏が創設し，2012 年
以降は岡野（兄）氏が代表理事，岡野（弟）氏と岡野（次弟）氏が評議員を務めていた。
F1 美術館の不動産は A2 社が保有し，所蔵する美術品も A2 社が購入して同美術館に寄
付したものが多い。クレマチスの丘には，その他にも 2 つの美術館（ヴァンジ彫刻庭園美
術館（F2 美術館）及び IZUPHOTOMUSEUM（F3 美術館））と 3 軒の飲食店が設けられ，
B1 社・B2 社・B3 社がこれらを運営していた。
10.2　ファミリー企業に対する巨額融資
　2002 年 3 月末の時点で，ファミリー企業 12 社に対し，スルガ銀行は総額 1,208 億円を

















　融資総額のうち 478 億円は，スルガ銀行の支店等が入居する不動産を保有する A1 社・












企業向け融資を減額するように指導を受けたとされる（35）。2018 年 3 月末時点における融
資額は 488 億円に減少したが，この時点でも 159 億円が他のファミリー企業に転貸され，
さらに創業家個人に対しても約 69 億円の貸付が行われていた。その内訳は，岡野（弟）














ているが，B1 社・B2 社・B3 社は，遅くとも 2007 年には債務者区分が「要注意先」又は「破綻懸念先」と
されていた。
（35）「岡野家の関連企業（ファミリー企業）は 20 社以上あり，スルガ銀行はこのうち 10 社と融資・取引関係が
ある。ファミリー企業への融資は，一時は 1,200 億円を超えていた。金融庁の検査で，「取引の適正化」を指
摘され，融資残高を減らしてきた。それでも 2018 年 3 月末時点で融資残高は 500 億円弱に上る。スルガ銀




































　2015 年 10 月時点で，B1 社（当時の債務者区分は「要注意先」）に対するスルガ銀行の
融資残高は約 88 億 3 千万円であった。同社の 2015 年度前半期の売上高は 2 億 7 千万円，
営業利益は約 2,400 万円にすぎず，事業収益によって債務を返済する見込みは非常に小さ
かった。スルガ銀行では，B1 社の保有する不動産とスルガ銀行株式（171 万株）を担保





時の時価 37 億 8 千万円に担保掛目の 70% を乗じた金額）にとどまり，約 51 億円の担保
不足となっていた。
　2015 年 3 月末時点の B1 社の財務は，帳簿上では約 20 億 4 千万円の資産超過であった
が，担保に差し入れた資産以外は，A1 社・A2 社の株式（簿価約 26 億円）とB3 社に対
する短期貸付金（簿価約 48 億円）が中心であった。B3 社（当時の債務者区分は「破綻懸
念先」）は，保有不動産を既に担保に取られており，それ以外の同社の主な資産はファミリー
企業 D1 社及び E 社に対する貸付金（簿価合計 45 億円）であるが，D1 社の主な資産は
A1 社・A2 社・A3 社の株式であり，E 社には資産がなかった。したがって，担保資産以
外に債権回収の原資となり得る B1 社の資産は，A1 社・A2 社・A3 社の株式だけであった。
　その一方で，「これら 3 社の株式はいずれも譲渡制限付株式であり流動性がなく，ファ
ミリー企業以外に買い手が見つかるものではない。また，これらの会社は，いわゆる資産
管理会社ではなく，直ちに解散して株主である B1 社や D1 社が純資産額相当の対価を得
られる見込みは乏しく，むしろ，本件被担保債権の当時の返済期限であった 2016 年 6 月
22 日までに，B1 社や D1 社がこれらの株式を換価処分するということは現実的ではなかっ
た」（ファミリー企業報告書① 44 頁）とされる。スルガ銀行としては，B1 社が担保とし
て差入れた株式の売却を通じて，出来る限り多額の資金を回収することが必要であった。
　スルガ銀行は，2015 年 11 月 10 日の取締役会において，株主還元策として 650 万株の
自己株式を取得することを決議し，翌 11 日に ToSTNeT 取引（37）により計 596 万 4 千株を
総額約 143 億 5 千万円（1 株 2,407 円）で購入した（38）。この取引に B1 社と B2 社（39）が参
加し，B1 社は約 41 億 2 千万円の売却収入を得たが，そのうちスルガ銀行が回収したのは
約 18 億 6 千万円にすぎなかった。
　株式売却のために 10 月 30 日に担保を解除した際の稟議書で，回収予定額を担保差入れ




　残額の約 22 億 6 千万円は，B2 社の売却代金（100 億円余）とともにファミリー企業








（38）ToSTNeT 取引では 1 株の値段は前日の終値とされているが，取引の前日（11 月 10 日）にスルガ銀行では，
2015 年 9 月中間期決算で経常利益が前年同期比で 17.6% 増加し，3 年連続で最高益を更新した旨を発表した
















そのうち 8 回はファミリー企業への資金提供が目的であった。これらの寄付は年 2 回の
ペースで実行され，一回当たりの金額も約 6 億円と揃っており，計 8 回の寄付総額は 47.6
億円であった（40）。問題の寄付の状況は表 10 のとおりである。
　F2 美術館と F3 美術館はファミリー企業の B3 社が運営しており，両美術館の展示品は
B1 社や B2 社が所有していた。F1 美術館は，問題の寄付金を使って，これらの美術品や
F3 美術館の不動産などを購入した（41）。主な購入先は E 社（美術品売買を業務とするファ
ミリー企業）であったが，E 社が問題の美術品等を取得する際に，他のファミリー企業に
資金が流れた（42）。資金提供を受けたファミリー企業は 7 社（E 社を除く）で，スルガ銀
行に計 38.1 億円を返済している。これらの取引は短期間のうちに完了することが多く，
表 10　寄付の状況
寄付期日 寄付金額 購入先 購入対象 資金が融通されたファミリー企業（E 社以外）
スルガ銀行に
返済された金額
第 1 回 2012/4/26  6 億円 E 社 F1 美術館がそれまで賃借していた施設 B1 社・B3 社 5.8 億円
第 2 回 2014/3/20  6 億円 E 社 F2 美術館の美術品等 B2 社・B3 社 5.2 億円
第 3 回 2014/9/25  6 億円 E 社 F2 美術館の美術品等 B2 社・B3 社  6 億円
第 4 回 2015/3/19  6 億円 E 社 F2 美術館の美術品等 B1 社・B3 社・D1 社  6 億円
第 5 回 2015/9/17  6 億円 E 社 F2 美術館の美術品等 B1 社・B2 社・B3 社・D1 社 4.2 億円
第 6 回 2016/3/17  6 億円 E 社 F2 美術館の美術品等 B1 社・B2 社・C2 社・C3 社・D2 社 1.4 億円
第 7 回 2016/12/20  6 億円 B3 社 F2 美術館の美術品等 B1 社・B2 社・B3 社・C3 社・D2 社  5 億円
第 8 回 2017/6/21 5.6 億円 B1 社・B3 社 F3 美術館の土地建物等 B1 社・B3 社 4.5 億円
（ファミリー企業報告書①の情報に基づき筆者作成）
（40）日本経済団体連合会の「2017 年度社会貢献活動実績調査結果」によれば，2012 年度から 2017 年度にかけて
の会員企業の社会貢献活動支出額は平均 4.46 億円～5.97 億円とされ，年間 12 億円という寄付額が異常に高
額とまでは言い切れない。ファミリー企業報告書①も，「2012 年以降，半年に 1 回 6 億円の寄付を行ってい
たことについては，金額は小さくはないものの，連結ベースでの経常利益の 2% 台であり，寄付の金額とし
て著しく大きいものとはいえず，合理的な範囲内ということができる」（同 77 頁）と認定している。
（41）F2 美術館では，展示する美術品の所有権が F1 美術館に代わっただけである。F3 美術館は，それ自体が
2017 年に F1 美術館に譲渡されたが，営業を継続している。
―131―
樋口晴彦：スルガ銀行不正融資事件の事例研究（Ⅱ）




























（42） 2016 年 11 月に E 社が清算されると，B3 社や B1 社から直接購入する形に変化した。E 社が清算された事情
は不明であるが，2016 年 7 月の岡野（弟）氏の死去と関係があるのではないかと推察される。





数が増加傾向にあり，第 7 回寄付については 96 点，第 4 回寄付については 350 点もの美術品を購入するこ
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的であり，創業家によるスルガ銀行の私物化が甚だしいと言わざるを得ない。
　スルガ銀行の 2019 年 3 月期第 2 四半期決算では，ファミリー企業向け融資に対する貸



























　スルガ銀行の 2018 年 3 月期の取締役会は計 11 人の取締役で構成されていた。このうち
社内取締役は，岡野（兄）会長，米山明広社長，白井稔彦氏，望月和也氏，岡崎吉弘氏，
（45）東京証券取引所の「コーポレートガバナンス・コード」の基本原則 4 は，取締役会の責務として，独立した







　取締役会は月 1 回開催されていたが，会議の所要時間は 1 時間程度が通例で，議論が活


































（47）経営会議が危機管理委員会の設置を決めたのは 1 月 16 日であり，それから 3 週間も取締役会に報告しなかっ
たことになる。
―134―





　2015 年 1 月 16 日の経営会議（7.1.3 参照）で不良チャネルによる資料偽装や銀行側の確
認不備についての議論があり，社内取締役は収益不動産ローンのリスクについて認識を共









　この認識の有無を判定する上で重要なポイントとなるのが，2016 年 5 月のシェアハウ
ス会議（7.4 参照），2016 年 12 月の内部告発（7.5 参照），2017 年 7 月の第 4 回サクト会議
（7.6 参照）の 3 件である（49）。




　2016 年 12 月の内部告発は，融資関係資料の偽装，空室率の偽装などシェアハウスロー
ンの実態を示す具体的な情報であり，この告発情報を入手した者は，「②不良チャネルに
よる資料の偽装や銀行側の確認不備の多発」の疑いを抱いてしかるべきであった。

















第 4 回サクト会議終了後は計 325 件 143 億円とされ，これらの融資によって発生した損失
は，出席者が迅速に対策を講じていれば回避可能であった。
11.2.1　岡野（兄）会長



























　・2017 年 10 月 19 日の取締役会で，シェアハウス問題について矮小化する説明が行わ
れた際に，第 4 回サクト会議で提起された重大問題について担当役員に説明するよう
に求めなかったこと（あるいは自ら説明しなかったこと）
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11.2.2　岡野（弟）副社長












































　望月氏は，2011 年 6 月に専務取締役に就任した後は，一貫して経営管理部を管掌して
おり，CFO（最高財務責任者）も務めていた。
























　岡崎氏は 2017 年 7 月の第 4 回サクト会議にも出席し，遅くともこの時点で「③サブリー
（51）「（岡崎氏は，）個々のシェアハウスローンの中身や営業と審査の協議内容についても認識していた。その上，
SSP 会議において配付されていたシェアハウスローンに関する SSP シートには，周辺地域の賃貸物件の相場











　柳沢氏は，2012 年 4 月に執行役員（2015 年 4 月から執行役員常務）・審査部長となり，
2017 年 6 月に審査部管掌の常務取締役に就任した。
　柳沢氏は，2014 年 5 月の資料確認の簡素化に先立ち岡野（弟）氏に確認強化を要請し
ており，かなり早い段階で「②不良チャネルによる資料の偽装や銀行側の確認不備の多発」
を認識していた。また，2016 年 5 月のシェアハウス会議についても報告を受けており，
遅くともこの時点で「③サブリース契約の妥当性に関する重大な疑義」を認識した。
　「①審査部門の機能不全」についても，「（柳沢氏は，）遅くとも 2016 年 9 月頃には，単
に会社全体として営業優位であると認識していたことを超えて，審査が実質的に形骸化し
ていたことを認識していた」（取締役等調査報告書 81 頁）とされる。さらに「④取引禁止

























　八木氏は 2012 年 2 月に取締役に就任し，2015 年 4 月から審査部を管掌していたが，
2017 年 4 月に業務部管掌に転じた。
　八木氏は，2016 年 4 月から 12 月にかけて出口ミーティング 3 回分の報告資料を受領し
た上に，同 12 月にはシェアハウスローンの実態を示す内部告発を審査部から入手し，「②
不良チャネルによる資料の偽装や銀行側の確認不備の多発」を認識した。「①審査部門の











　有國取締役は 2016 年 6 月に取締役に昇任し，監査部管掌兼 CRO（最高リスク管理責任
者）を務めたが，2017 年 6 月にシステム部管掌に転じた。






























　ちなみに，2018 年 11 月にスルガ銀行は，不正融資事件で多額の損失を招いたとして，
岡野（兄）氏など 9 人に対し，連帯して 35 億円を支払うよう求める損害賠償訴訟を提起
した。連帯請求の範囲については，岡野（兄）氏と故岡野（弟）氏がともに 35 億円，米
山明広氏など 7 人を 11 億円としている。
11.3　監査役会の機能不全
　スルガ銀行は監査役会設置会社である。監査役は計 5 人，うち 2 人が常勤監査役であり，
監査役会議長は常勤監査役が務めることが通例であった。当時の常勤監査役の土屋隆司氏
は 2012 年 6 月就任，灰原俊幸氏は 2016 年 6 月就任で，いずれも前職は監査部管掌取締役
であった。












































　・2017 年 10 月 31 日の「社内会議」に出席した灰原氏は，条件厳格化方針が覆された
ことを認識したが，それについて監査役会に報告しなかった。








（54）「（この一覧表には，）2008 年頃から 2016 年 8 月 1 日までに不芳情報が提供されたチャネルの会社名・審査部
のコメント等が記載されていた。平成 25 年度は 16 社，平成 26 年度は 24 社，平成 27 年度は 25 社，平成 28
年度（4 月 1 日～8 月 1 日）は 5 社についての不芳情報が提供されていた」（監査役責任報告書 69 頁）。
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11.4　社外役員の機能不全
　スルガ銀行の 2018 年 3 月期の社外取締役及び社外監査役（以下，「社外役員」と総称）
の氏名・就任時期・経歴は，以下のとおりである。
〈社外取締役〉
　・成毛眞氏（2000 年 6 月就任）　元マイクロソフト社長，投資コンサルティング企業経
営者
　・安藤佳則氏（2011 年 6 月就任）　事業コンサルティング企業経営者，EPS ホールディ
ングス社外取締役，日本 ATM 社外取締役
　・大石佳能子氏（2015 年 6 月就任）　医療コンサルティング企業経営者，医療法人総事
務長，江崎グリコ社外取締役，参天製薬社外取締役，資生堂社外取締役
〈社外監査役〉
　・木下潮音（2011 年 6 月就任）　弁護士，東京工業大学副学長
　・島田精一（2012 年 6 月就任）　元三井物産副社長，津田塾大学理事長，公益財団法人
会長



















 ・2017 年 4 月の経営会議では，サクトの破綻原因はシェアハウスではなく，沖縄の不動産投資の失敗である
との説明を受けた。

























社以内に制限することを提言した。また，樋口（2019）は，LIXIL の CEO 解任事件で企
業統治が機能しなかった理由の一つとして，社外取締役の某氏が，マスメディアのコメン
テーターとして活躍するとともに，LIXIL 以外にも 3 社の大手企業の社外取締役を務める
など多忙であり，十分な活動時間を確保できなかった点を指摘している。
　スルガ銀行の社外取締役は，いずれもコンサルティング企業の現職経営者である上に，




























































　　原因 H　個人ローン重視のビジネスモデルと競争の激化（原因 B・I の背景）
　　原因I　営業偏重の経営方針と数字第一主義の蔓延（原因 A・C・D・E・J の背景）
　　原因 J　不良チャネルへの依存と癒着（原因 A・G の背景）




　産経新聞 2019 年 2 月 14 日朝刊記事「スルガ銀行員　デート商法関与か　改竄書類で




































































　2019 年 5 月，家電量販店大手（業界第 5 位）で東証一部上場のノジマがスルガ銀行と









（62）「シェアハウスのスマートデイズ，オーナーへの融資「スルガ銀行以外に約 10 行」」（東京商工リサーチ 2018
年 4 月 16 日記事）。
（63）スマートライフの勘定科目内訳明細書によると，西武信用金庫は 2016 年 3 月期末の借入先の一つであり，
借入金額は 280 百万円であった。
（64）関東財務局「西武信用金庫に対する行政処分について」
（65）西武信用金庫も，「超低金利下で地域金融機関の経営が厳しいなか，貸出金を 8 年で 2 倍近くに増やすなど
突出した高収益をあげてきた」とのことである（朝日新聞 2019 年 4 月 9 日朝刊記事「準暴力団側に融資か　
西武信金，金融庁処分検討へ」）。
（66）スルガ銀行 2019 年 10 月 25 日発表資料「創業家ファミリー企業との融資・資本関係の解消に向けた弁済合
意書締結について」
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監査役責任調査委員会（2018a）　『調査報告書（公表版）（2018 年 11 月 14 日）』（監査役
責任報告書）








取締役等責任調査委員会（2018a）　『調査報告書（公表版）（2018 年 11 月 14 日）』（取締
役等責任報告書）
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る規定は 2020 年 3 月 31 日に終了する事業年度に係る有価証券報告書から適用されている。
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記載される文章の量についても，対象となるデータの概要を示すところで確認したい。
　本研究は，以下のような構成をとっている。まず，米国の開示書類の 1 つであるフォー





























（2014）は，2006 年から 2010 年までの 14799 件のフォーム 10-K のリスク要素（3）を対象
（1） 土屋（2020），p.188。
（2） BaoandDatta（2014），pp.1373-1375。
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にしたもので，トピック数を 25 として，リスク要素の識別を行っている。また，識別さ
れたリスクについて，投資家のリスク認識に与える影響を調べている。その結果開示され
たリスクの 3 分の 2 は投資家のリスク認識に影響を与えていないことを明らかにしている。







　Wangetal.（2019）は，保険会社を対象に 2006 年から 2018 年までの 214 社，1682 件
のフォーム 10-K を分析した研究である。この期間のリスクを 49 のリスクとして識別し




　Weietal.（2019）は，エネルギー会社を対象に 2010 年から 2016 年までの 840 社，3707
件のフォーム 10-K を分析した研究である。Weietal.（2019）はリスク要素を 66 のリス
クとして識別し，リスクを階層化している。これはエネルギー会社をさらにセクターに分
類し，識別されたリスクをセクターごとに分類するためである。
　Lietal.（2020）は，観光業に属する会社を対象に 2006 年から 2019 年までの 255 社，
1870 件のフォーム 10-K を分析した研究である。Lietal.（2020）は，リスク要素を 125









　本研究は，改正開示府令が適用になる，事業年度が 2020 年 3 月 31 日以降に終了する有
価証券報告書で，2020 年 9 月 30 日までに提出されたものを対象とする（5）。また，業種の
分析を行うため，2020 年 3 月 31 日時点で東京証券取引所に上場する国内会社のみを対象
（4） トピックモデルによる文書の分類は，リスク要素の開示についてのみ用いられているわけではない。例えば，





結果，対象会社となるのは 2560 社である。事業等のリスクは，EDINETAPI から取得し
た有価証券報告書の XBRL インスタンスの該当箇所を抽出している。
　まず，2560 社の事業等のリスクの文字数の概要は次のとおりである。図表 1 に示した
ように，文字数の最小値は 365，最大値は 54610 である。平均値は 4060.95 であるが，中
央値が 3332 となっている。10000 字を超える会社が 2560 社中 94 社となっている。
3.2　文字数の変化
　分析の対象となる 2560 社のうち，決算日が 3 月 31 日の会社で，EDINETAPI が公開
された時点で入手可能であった 2014 年（6）から 7 年について継続して取得できる，2086 社
の文字数の記述統計量は図表 2 の通りである（7）。
　3 月 31 日を決算日とする会社が対象となっているので，2020 年の文字数は，改正開示
府令の適用を受けた事業等のリスクの文字数である。2020 年の文字数は，2019 年と⽐較









（5） 2020 年 4 月 17 日「企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（令和 2 年内閣府令第
37 号）が公布，施行され，2020 年 4 月 20 日から 9 月 29 日までの期間に提出期限が到来する有価証券報告
書等について，提出期限が一律に 2020 年 9 月末まで延長されることになった。これは，新型コロナウイル





（6） EDINETAPI が公開されたのは，2019 年 3 月である。有価証券報告書の開示期間は 5 年間であることから，
その時点で入手可能であった 2014 年 3 月以降の有価証券報告書を対象としている。
（7） 2015 年，2016 年の文字数ゼロは，「該当する事項が存在しない」という記載となっている 1 社 2 期を示して
いる。
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2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年
平均値 2578.75 2602.01 2629.63 2644.16 2674.46 2740.13 3775.81
標準偏差 2657.19 2635.71 2605.39 2587.22 2542.10 2612.88 2820.88
最小値 96 0 0 96 213 260 365
25% 1184.25 1214.50 1235.25 1256.00 1279.00 1311.50 2032.25
50% 1821.50 1864.00 1906.00 1942.00 1977.50 2029.00 3095.00
75% 3046.50 3096.75 3131.75 3173.00 3224.75 3284.00 4572.25
最大値 42607 42931 37829 39162 39721 40685 27400
図表 2：2086 社の「事業等のリスク」文字数の記述統計の推移



































　その結果，パラグラフの数を集計すると，図表 4 のとおりパラグラフの数が 7 の会社が
もっとも多くなっている。また，もっとも多くのパラグラフに分けているのは 1 社で 29
のパラグラフに，もっとも少ないパラグラフに分けているのは 102 社で 2 つのパラグラフ
となっている（9）。パラグラフの総数は 19472 となっている。
パラグラフ数 会社数 パラグラフ数 会社数 パラグラフ数 会社数
7 211 12 133 21 12
8 204 2 102 23 6
9 199 13 96 22 6
6 198 14 86 20 6
10 165 15 58 26 5
5 150 16 51 24 2
4 149 17 45 25 1
11 147 18 24 29 1
3 140 19 18
図表 4：「事業等のリスク」のパラグラフ数と会社数
　次に，このパラグラフ 1 つ 1 つを 1 つの文書として，トピックモデルを用いて，トピッ
クの識別を行う（10）。分割された 19472 のパラグラフをもとに，トピック数を 30 として計
（8） 土屋（2020）では，試行錯誤で事業等のリスクをパラグラフへ分割したが，今回は付録のような手順で分割
した。
（9） 土屋（2020）と同様に，分割できないケースは含まれていないので，もっとも少ないパラグラフは 2 になっ
ている。
（10） 方法については土屋（2020）と同様にトピックモデルの 1 つである LDA（LatentDirichletAllocation：潜
在ディリクレ配分法）を，Python の genism ライブラリによって用いている。
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番号 リスク 番号 リスク 番号 リスク
0 感染症 10 製品保証 20 法令遵守
1 信用 11 特定取引先への依存 21 自然災害
2 食の安全 12 ガバナンス 22 市場環境
3 関係会社 13 許認可 23 その他
4 退職給付 14 環境変化 24 外部委託
5 出店・立地 15 合併・統合 25 個人情報
6 風評被害 16 原材料の調達 26 製品の品質
7 資産価格の下落 17 固定資産の減損 27 海外事業・為替
8 訴訟 18 情報システム 28 季節要因
9 人材確保 19 その他 29 工事の遅延
図表 6：トピック番号とリスクラベル
　19472 のリスクを多い順に並べてみると，図表 7 のようになる。近年多発する大規模な
自然災害を受けて，自然災害に関するリスクが 1507，2020 年 3 月決算以降の有価証券報
告書が対象であることから新型コロナウィルスの感染拡大を受けて，感染症に関わるリス
クが 1360 記載されていることが特徴的である。
海外事業・為替 2056 信用 675 その他 247
法令遵守 1948 固定資産の減損 666 製品保証 228
環境変化 1837 製品の品質 636 出店，立地 185
自然災害 1507 資産価格の下落 460 情報システム 185
感染症 1360 工事の遅延 444 関係会社 177
個人情報 1233 ガバナンス 429 許認可 176
市場環境 1122 特定取引先への依存 405 風評被害 164
原材料の調達 826 食の安全 326 外部委託 38
人材確保 815 季節要因 278 訴訟 37
合併・統合 739 退職給付 273 　 　
図表 7：識別されたリスクとその数
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第 1 位から第 5 位までのリスクをまとめると図表 8 から図表 12 の通りである。例えば，
図表 8 は，記載順第 1 位のリスクと会社数とその割合を示している。その中で感染症に関
わるリスクを第 1位としている会社は 181 社あり，その割合は全体の 8.17％である。
　識別されたリスク 1 つ 1 つで見るとその割合が多くても 20％程度にすぎない。しかし，
ここで，市場環境に関わるリスク，環境変化に関わるリスク，さらには海外事業・為替に
関わるリスクも，事業を行う市場リスクととらえることができるだろう。すると，この市
場リスクが各順位に占める割合は，第 1 位では 51.51％，第 2 位では 37.70%，第 3 位では








































　次に業種ごとのリスクの重要度がどうなっているかを見てみよう。図表 13 では 33 業種








業種 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位
建設 市場環境 市場環境 工事の遅延 工事の遅延 工事の遅延
食料品 その他 原材料の調達 原材料の調達 自然災害 海外事業・為替
繊維製品 市場環境 海外事業・為替 海外事業・為替 海外事業・為替 法令遵守
パルプ・紙 市場環境 原材料の調達 自然災害 海外事業・為替 法令遵守
化学 市場環境 原材料の調達 海外事業・為替 海外事業・為替 海外事業・為替
医薬品 法令遵守 環境変化 環境変化 法令遵守 法令遵守
ガラス・土石製品 市場環境 環境変化 環境変化 原材料の調達 原材料の調達
鉄鋼 市場環境 原材料の調達 原材料の調達 海外事業・為替 自然災害
非鉄金属 市場環境 原材料の調達 海外事業・為替 原材料の調達 製品の品質
金属製品 市場環境 原材料の調達 海外事業・為替 原材料の調達 製品の品質
機械 市場環境 海外事業・為替 海外事業・為替 海外事業・為替 海外事業・為替
電気機器 環境変化 環境変化 環境変化 環境変化 環境変化
輸送用機器 市場環境 海外事業・為替 海外事業・為替 海外事業・為替 原材料の調達
精密機器 市場環境 海外事業・為替 環境変化 海外事業・為替 海外事業・為替
その他製品 市場環境 環境変化 原材料の調達 海外事業・為替 自然災害
電気・ガス業 市場環境 市場環境 市場環境 市場環境 原材料の調達
陸運業 法令遵守 法令遵守 法令遵守 自然災害 自然災害
倉庫・運輸関連業 市場環境 法令遵守 感染症 自然災害 海外事業・為替
情報・通信業 環境変化 環境変化 環境変化 個人情報 法令遵守
卸売業 市場環境 海外事業・為替 海外事業・為替 海外事業・為替 海外事業・為替
小売業 環境変化 環境変化 出店・立地 個人情報 法令遵守
銀行業 固定資産の減損 資産価格の下落 海外事業・為替 風評被害 個人情報
（11） 会社数が 10 社以下の水産・農林業（8 社），鉱業（3 社），石油・石炭製品（8 社），ゴム製品（10 社），海運
業（9 社），空運業（4 社）の 6 業種は除いている。
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証券，商品先物取引業 市場環境 法令遵守 海外事業・為替 海外事業・為替 個人情報
保険業 退職給付 海外事業・為替 資産価格の下落 環境変化 法令遵守
その他金融業 市場環境 信用 海外事業・為替 信用 海外事業・為替
不動産業 市場環境 市場環境 自然災害 工事の遅延 工事の遅延
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Ⅰ　実用が息を吹き返すように，
































（4） 長谷川博，2020 年 a，45～69 頁。
（5） Dretske,F.,1988．
（6） E.マランヴォー／林俊彦訳，1981 年，7 頁。
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（鷹）が鷹（鳶）を生む，瓢箪（駒）から駒（瓢箪）」，「他人の空似」という「同一／差異」
（テセウス船）のパラドクスには，2 次（DC）化
4 4 4 4 4
（9）も踏まえたところの















































































（23） プラトン／藤沢令夫訳，1994 年，45～46 頁。
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（34） 長谷川博，2013 年。以上の図 1 を参照されたい。
（35） H.L.ドレイファス／門脇俊介監訳・榊原哲也ほか訳，2000年。以上のハイデガー解釈に基づく。
（36） A.スミス／高哲夫訳，2013 年，608 頁。
（37） 長谷川博，2020 年 b。図 3 を参照されたい。
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Ⅳ　社会進化にとってタオは果たして非合理なのか






























（41） 孔子／金谷治訳注，1963 年，28 頁。以上には選択という概念自体がないと以下がいう。Fingarette,H.,1972.
（42） 老子／蜂屋邦夫訳注，2008 年，11-12 頁，202～205 頁。
（43） 荘子／金谷治訳注，1975 年（第二冊，外篇）。145～177 頁。なお，「在宥」（同書 61 頁）というのは，自由
放任と同じである。
（44） E.デュルケム／菊谷和宏訳，2018 年（1895）。
（45） 橋本陽介，2017 年。以上は分りやすい。ついでに以下も参照されたい。長谷川博，2020 年 a。
（46） D.チャーマーズ／林一訳，2001 年，128～135 頁。以上がいうゾンビの意味に照らせば，それは経営的自立
性を求めるのが無理だと分るだろう。






























（48） M.ピュエット・C.グロス＝ロー／熊谷淳子訳，2018 年，42～78 頁。以上では，仁は，きみのもつ状況を読
む力，大局をつかむ力，友人をこの特定の時点へと導いたすべての複雑な要素を理解する力となる。パター
ン化された行動や機械的な習癖はむしろ妨げとなり，礼とは違うという。
（49） 荘子／金谷治訳注訳，1975 年（第二冊，外篇）。167～168，204～217 頁。以上に基づく。
（50） C.ヘルマン＝ピラート・I.ボルディレフ／岡本裕一朗・瀧澤弘樹訳，2017 年。
（51） 荘子／金谷治訳注，1971 年（第一冊，内篇），40～89 頁。以上に基づく。
（52） 老子／蜂屋邦夫訳注，2008 年，50～51 頁。
（53） 荘子／金谷治訳注，1971 年（第一冊，内篇），136-139 頁。
（54） L.マーギュリス／中村桂子訳，2000（1999）年。
（55） 長谷川博，2013 年。41～61 頁。
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Ⅴ　暗黙次元の解明はAI 化されるだけなのか











































































（65） 長谷川博，2013 年，2020 年 a。
（66） E.デュルケム／菊谷和宏訳，2018 年（1895）。以上に基づくが変更している。
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（67） 上田睆亮ほか，1999 年，61～110 頁。以上を参看されたい。
（68） C.レヴィ= ストロース／荒川幾男ほか共著，1972（1958）年。言語と文化の関係が問題となる 3 つのレベル
に言及している。
（69） C.レヴィ= ストロース／大橋保夫編，1979 年。
（70） 長谷川博，2021 年予定。


























　西洋思考的な 1 元論，2 元論，多元論に発するところの基礎と応用だけでなく，むしろ











（73） 上田睆亮ほか，1999 年，3～59 頁。
（74） 長谷川博，2019 年，31 頁。以上に加筆。
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 （2021.1.16 受稿，2021.2.27 受理）
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（1） 市川市「市川市景観賞第 12 回受賞者」https://www.city.ichikawa.lg.jp/cit01/1111000047.html（2020 年 11
月 11 日確認）
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（出所）平成 30 年度「人生 100 年時代の社会人基礎力育成グランプリ」全国大会報告資料
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りしたことで，一口 2,000 円あるいは 5,000 円という小口資金が少しずつ集まっていった。




















ビジネス。社会性・事業性・革新性という 3 つの要件を有する（谷本 2006）。
（5） Readyfor「クラウドファンディングの種類」および「クラウドファンディング」の実施方式 https://
































（出所）平成 30 年度「人生 100 年時代の社会人基礎力育成グランプリ」全国大会報告資料
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（2020 年 9 月 30 日確認）
・権永詞（2020）「集客メディアとしてのアート：「真間あんどん祭り」への導入例におけ
る可能性と課題」『国府台経済研究』，第 30 巻第 2 号，pp.3-24.
・谷本寛治編著（2006）『ソーシャル・エンタープライズ－社会的企業の台頭』中央経済社
（10）平成 29 年 2 月 7 日厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部会議資料
―194―
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・平成 30 年度「人生 100 年時代の社会人基礎力育成グランプリ」全国決勝大会 千葉商科
大学人間社会学部人間社会学科報告資料「心を近づける 真間あんどん祭り」
・真間あんどん祭りウエブサイト　https://ichikawamamaandon.wixsite.com/matsuri




https://readyfor.jp/projects/light-up（2020 年 11 月 14 日確認）
・和田義人（2020）「少子・高齢化社会」小山望・勅使河原隆行・内城喜貴監，日本共生
社会推進協会編『これからの「共生社会」を考える』福村出版，pp.39-55





































































の読者およびネット会員のうち，2019 年 4 月～2020 年 3 月に挙式または披露宴・ウェディ
ングパーティを実施した人であり，集計サンプル数は 911 名であった（2）。回答者の結婚時
の年齢について，夫（＝男性）は平均 30.3 歳であった。一方，妻（＝女性）は平均 28.5
歳であった（以上の調査概要は同報告書 p.5-6 を参照）（3）。
　まず，国内リゾート挙式について，「実際に国内のリゾート地で挙式をした」と回答し
た人は 7.1％（挙式実施者 885 名中 63 名）であった（同報告書 p.127）。海外挙式について，
「実際に海外で挙式をした」と回答した人も 7.1％（挙式実施者 885 名中 63 名）であった
（同報告書 p.123）。同報告書にはリゾート地以外の国内で挙式を実施した人の人数や割
合に関する記載が明確にはないが，挙式実施者合計 885 名から国内リゾート挙式者 63 名，













24 歳以下が 5.5％，25～29 歳が 47.2％，30～34 歳が 28.3％，35 歳以上が 18.2％，無回答が 0.8％であった。
一方，妻は，24 歳以下が 10.8％，25～29 歳が 57.8％，30～34 歳が 23.6％，35 歳以上が 7.0％，無回答が 0.8％
であった。
―198―



































































平均初婚年齢は夫 31.2 歳，妻 29.6 歳であった。リクルートマーケティングパートナーズ
（2020）の調査対象者，すなわち挙式者の年代は 20 代後半及び 30 代前半が多く，夫の平
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して年代区分を設定する必要がある。本研究では，学生，20 代，30 代，40 代の 4 水準と
した。学生とは高校生，大学生，大学院生，専門学校生を指す。学生には 20 代も含まれ















男女である（7）。調査実施時期は，2018 年 3 月である。
　最終的な有効回答は 2782 名であった。内訳は，男性・学生が 616 名，男性・20 代が
377 名，男性 30 代が 215 名，男性・40 代が 190 名，女性・学生が 737 名，女性・20 代が
298 名，女性・30 代が 163 名，女性・40 代が 186 名である。なお，男性・学生の年齢の
範囲は 18 歳から 24 歳，女性・学生の年齢の範囲は 16 歳から 24 歳である。全サンプルの
居住地，職業の分布は表 2，表 3 にまとめた。
7．分析の手順と結果










茨城県   28   1.0
栃木県   13   0.5
群馬県    9   0.3
埼玉県  462  16.6
千葉県  417  15.0
東京都 1172  42.1




会社員  915  32.9
会社経営／役員    8   0.3
自営業／自由業  121   4.3
公務員／団体職員   81   2.9
パート・アルバイト  225   8.1
学生 1353  48.6
その他   25   0.9



























































海外リゾート 国内リゾート 居住地近隣 合計
男性 学生 度数 113 251 252 616
期待度数 131.75 195.74 288.51 616
％ 18.30％ 40.70％ 40.90％ 100.00％
調整済み残差 －2.08 5.42 －3.34
20 代 度数 72 134 171 377
期待度数 80.63 119.79 176.57 377
％ 19.10％ 35.50％ 45.40％ 100.00％
調整済み残差 －1.17 1.69 －0.62
30 代 度数 40 58 117 215
期待度数 45.98 68.32 100.70 215
％ 18.60％ 27.00％ 54.40％ 100.00％
調整済み残差 －1.04 －1.57 2.32
40 代 度数 27 46 117 190
期待度数 40.64 60.37 88.99 190
％ 14.20％ 24.20％ 61.60％ 100.00％
調整済み残差 －2.50 －2.32 4.22
女性 学生 度数 175 250 312 737
期待度数 157.63 234.19 345.19 737
％ 23.70％ 33.90％ 42.30％ 100.00％
調整済み残差 1.82 1.46 －2.86
20 代 度数 80 71 147 298
期待度数 63.73 94.69 139.57 298
％ 26.80％ 23.80％ 49.30％ 100.00％
調整済み残差 2.43 －3.12 0.91
30 代 度数 38 40 85 163
期待度数 34.86 51.79 76.34 163
％ 23.30％ 24.50％ 52.10％ 100.00％
調整済み残差 0.62 －2.04 1.40
40 代 度数 50 34 102 186
期待度数 39.78 59.10 87.12 186
％ 26.90％ 18.30％ 54.80％ 100.00％
調整済み残差 1.89 －4.09 2.26
合計 度数 595 884 1303 2782
期待度数 595 884 1303 2782

















































































































学、『上田女子短期大学紀要』、第 34 号、143-160 頁。
松本大吾、宮澤薫（2019）「同伴他者が若者の消費行動に及ぼす影響：学生とその親世代










Attitudes,”Journal of Applied Business and Economics,Vol.11,Issue2,pp.21-36.



































　役員給与に関する損金不算入は，1959 年（昭和 34 年）に法人税施行規則として法整備
されたが，それ以前は，通達により規定されていた。
　2006 年（平成 18 年）の法人税法改正後は，役務提供部分（損金算入）と利益処分部分（損




















































に，法人税法施行規則として法整備された 1959 年（昭和 34 年）までは，どのように役員
給与が規定されていたのかを概観する。
（1） 久保田俊介「役員給与に関する不相当に高額の一考察　―近年の裁判例を中心として―」『千葉商大論叢』，
57 巻 3 号，p.251
（2）「日本再興戦略改訂 2015」首相官邸ホームページ（最終閲覧日 2021 年 1 月 10 日（https://www5.cao.go.jp/
keizai-shimon/kaigi/minutes/2015/0630/shiryo_02-1.pdf））




 伊藤レポートは，2014 年 8 月公表されている。（（最終閲覧日 2021 年 1 月 4 日 https://www.meti.go.jp/
policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/pdf/itoreport.pdf）
（5） CGS 研究会（コーポレートガバナンス・システム研究会）（第 6 回）
 配布資料ウイリス・タワーズワトソン説明資料（最終閲覧日 2021 年 1 月 6 日（https://www.meti.go.jp/
committee/kenkyukai/sansei/cgs_kenkyukai/pdf/006_05_00.pdf））
―212―
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1899 年（明治 32 年）
　わが国の所得税制度は，1887 年（明治 20 年）に創設されたが，創設当時は，法人に所
得税を課税しておらず，法人の所得が個人に配分されたときに個人に所得税が課税され，
法人の所得については非課税とされていた（6）。その後，1899 年（明治 32 年）の所得税法




用されており，この考え方は，2006 年（平成 18 年）の法人税法改正に至るまでその根底
に流れるものと考えられる（9）。
1923 年及び 1926 年（大正 12 年及び大正 15 年）
　1923 年（大正 12 年）には，同族会社の行為についての否認規定が創設された（10）。その
後，1926 年（大正 15 年）の所得税法改正により，同族会社が初めて定義された（11）。また，






1950 年（昭和 25 年）
　1949 年（昭和 24 年）のシャウプ税制勧告により，1950 年（昭和 25 年）に税制改正が
行われた。1950 年（昭和 25 年）から 1959 年（昭和 34 年）の法人税法施行規則制定まで
の役員賞与等の取り扱いは，シャウプ税制改正に伴い制定された法人税基本通達（昭和
25 年 9 月 25 日付直法 1-100）により取り扱われていた（14）。当該通達には，現在の形式基
準と同様に定款又は株主総会の承認を受けた金額を超えるものが，利益処分による賞与と
して損金不算入とされていたが，株主総会の承認を受けた金額であっても，過大と認めら
れる報酬の損金不算入の規定は，当該通達には制定されておらず，1959 年（昭和 34 年）
（6） 山口孝浩「役員賞与・役員報酬をめぐる問題―改正商法等の取り扱いを問題提起として―」『税大論叢』，48
号，2005 年 6 月 29 日，p.183
（7） 山口孝浩，前掲論文（注 6），p.183
（8） 山口孝浩，前掲論文（注 6），p.184
（9） 長尾元彦「役員給与税制における損金算入要件のあり方」第 28 回租税資料館賞（最終閲覧日 2020 年 12 月
31 日（https://www.sozeishiryokan.or.jp/award/028/z_pdf/ronbun_h31_10.pdf）），p.4









1959 年（昭和 34 年）











1998 年（平成 10 年）
　1998 年（平成 10 年）の法人税法改正では，事実の隠蔽又は仮装経理による役員報酬の
損金不算入が規定された（19）。また，役員の親族等には，特殊関係使用人に対する不相当
に高額な給与の損金不算入及び退職金についての損金不算入が規定されている（20）。
2003 年（平成 15 年）















（21）厚生労働省ホームページ（最終閲覧日 2021 年 1 月 17 日（https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudouseisaku/
csr.html））
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　2006 年（平成 18 年）の法人税法改正は，この実務対応報告との整合性を合わせている
と考えられる。
2006 年（平成 18 年）












2004 年 3 月 9 日，p3，（（最 終 閲 覧 日 2020 年 12 月 30 日）https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/
bonus.pdf）







2016 年及び 2017 年（平成 28 年及び平成 29 年）
　2017 年（平成 29 年）には，コーポレートガバナンス改革に応じた改正が盛り込まれ，
役員給与の損金算入対象が拡大されるなどの整備がされた（27）。2016 年（平成 28 年）改正


















　第 3 章では，本章でも明らかになった通り，2006 年が大きな改正であり，当該改正に
よりどのような考え方になっているのかを検討する。
第 3章　2006 年（平成 18 年）改正論点の考察
　本章では，役員給与の改訂論点として大きく変更された 2006 年（平成 18 年）改正論点
である①定期同額給与，②事前確定届出給与及び③利益連動給与（現行は，業績連動給与）
について考察を行っていく。























方からも増額については，特に慎重に判断するべきであると思われる。2011 年（平成 23 年）
1 月 25 日の国税不服審判所裁決では，経常利益が対前年比で 6％程度減少した事実をもっ
て役員給与を減額したが，当該減額改定については，若干の下落であり，さらに当事業年

















（28）国税庁「平成 19 年 3 月 13 日付『法人税基本通達等の一部改正について』の趣旨説明について」（最終閲覧
日 2021 年 1 月 4 日（https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/070313/10.htm））
（29）矢頭正浩，前掲論文（注 23），p.34







































（31）佐藤友一郎『法人税基本通達逐条解説（9 訂版）』，税務研究会出版局，2019 年 7 月，p.829
（32）佐藤友一郎，前掲書（注 31），p.834
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えられる（34）。2006 年（平成 18 年）の創設当時の事前確定届出給与の対象は，金銭により
支給される給与に限られていた。しかしながら，2016 年（平成 28 年）度改正では，同年
4 月に政府の成長戦略の 1 つとして，経営陣に中長期の企業価値向上を図るインセンティ
ブを付与することを目的に導入された株式報酬である特定譲渡制限付株式が，事前確定届

















加えて，一定の合理性があると考えられているからである（38）。静岡地裁 1988 年 9 月 30



















































（42）矢頭正浩，前掲論文（注 23），2020 年 6 月，p.34
（43）矢頭正浩，前掲論文（注 23），p.34
―220―



































（44）川井久美子「税制改正による実務への影響と導入の課題」『税経通信』，第 74 巻第 1 号，2019 年 1 月，p.100，




















出典：CGS 研究会（コーポレートガバナンス・システム研究会）（第 6 回）
　　　配布資料ウイリス・タワーズワトソン　説明資料（最終閲覧日2021 年 1 月 6日（https://www.meti.go.jp/committee/
kenkyukai/sansei/cgs_kenkyukai/pdf/006_05_00.pdf））
（45）橋本浩史「導入を促す法整備の動向と法務上の導入ポイント」『税経通信』，第 74 巻第 1 号，2019 年 1月，p.111
（46）川井久美子，前掲論文（注 44），p.100
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の考察を行った。そこでは，2006 年（平成 18 年）に大きな改正があり，今までの役務提
（47）川井久美子，前掲論文（注 44），p.100




















 （2021.1.20 受稿，2021.2.25 受理）
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定があった。これらの規定との比較の視点から，2020 年に採択されて 2021 年 1 月より施
行される中華人民共和国民法典（以下「民法典」とも称する」）の人格権編においてどの
ような変化があったのかを条文上の文言の変化について検討する。















438e2d.shtml］（2021 年 1 月 10 日閲覧）。
（2） 王晨訳「中華人民共和国民法典各分編（草案）第三編　人格権」法学雑誌 65 巻 1・2 号 83 頁。なお，本稿
の条文翻訳においては，同研究における草案段階の条文翻訳も参考にした。
（3） 日本語文献として，但見亮『中国夢の法治―その来し方行く末』成文堂，2019 年，石塚迅『現代中国と立憲
主義』東方書店，2019 年，射手矢好雄「中国の民法典の特色」国際商事法務 48 巻 7 号，2020 年，978-979 頁。






t20200611_525124228.shtml］（2021 年 1 月 10 日閲覧）。
〔資　料〕
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（5） 詳細は長友昭「氏名権，親の命名権をめぐる比較法的考察――日本の実務と中国の指導案例 89 号「北雁雲依」
事件，中国民法典の人格権規定から」拓殖大学論集　政治・経済・法律研究 23 巻 2 号を参照。
（6） 関連規定の中で「最高人民法院民事権利侵害における精神損害賠償責任を確定する若干の問題に関する解釈」
［関於確定民事侵権精神損害賠償責任若干問題的解釈］（2010 年 3 月 8 日公布，同年 3 月 10 日施行）につい
ては，宇田川幸則「中国最高人民法院の精神損害賠償および人身損害賠償に関する二つの司法解釈」法政論
集 237 号，2010 年の分析および条文翻訳を参考にした。
（7） なお，中国民法典の他の部分の翻訳として，物権編（第 2 編　物権）については長友昭「中華人民共和国民
法典における物権編の紹介と試訳――2007 年物権法との比較の視点から」拓殖大学論集　政治・経済・法律
研究 23 巻 1 号，2020 年を，権利侵害責任編（第 7 編　権利侵害責任）については同「中華人民共和国民法
典権利侵害責任編の試訳――2009 年中華人民共和国権利侵害責任法からの改正点・対照資料として」拓殖大
学論集　政治行政研究 12 号，2021 年をそれぞれ参照されたい。
―228―
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＊本研究は JSPS 科研費 19K01252 の助成を受けた研究成果の一部である。
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（2020 年 1 月～2020 年 12 月）
本報告は会員から報告のあったものを掲載してあります。――◇運営委員会
〔学会報告〕







執 筆 者 名 論　 文 　名 掲載誌名その他 月






中　村　元　彦 IT 会計帳簿活用による IT 精査に基づく深
度ある監査の実現
『産業経理』第 80 巻第 1
号
4

























師　尾　晶　子共 『論点・西洋史学』 ミネルヴァ書房 4
土　屋　清　人 持続可能な建物価格戦略 中央経済社 7
















































(The Journal of Chiba University of Commerce)
Vol. 58 No. 3　March 2021
KONODAI INSTITUTE
Chiba University of Commerce
Konodai, Ichikawa, Chiba, Japan
Articles
The Integration of External and Internal Environment Management Control Systems by Communication Tools
―A Survey of Environmental Goal Congruence at Daiwa House Industry Co., Ltd.―
 ������������������������������������ ANDO, Takashi （ 1 ）
Corporation Tax Law and Accounting Standards for Revenue Recognition （1）
―Principles for Timing of Income under the Corporation Tax Act―���������� IZUMI, Junya（ 19 ）
 Interpretations of Determinant Factors for Resource Dependencies
―in the Cases of Small and Medium Manufacturing― ������������ MATSUSHITA, Yukio（ 53 ）
A Preliminary Consideration on social capital, Intergenerational Exchamge, and Urban Governance in Metropolitan 
cityies of Tokyo
―Survey on Citizen Trust, Participation in Society, and Daily Programs That Build Community Connections―
 ����������������������������������� TOGAWA, Kazunari（ 71 ）
Study of the  Fraudulent Financing Case in Suruga Bank Co. （Ⅱ） ��������� HIGUCHI, Haruhiko（105）
Notes
Importance analysis of risk factor disclosure������������������ TSUCHIYA, Kazuyuki（151）
The Pandora’s Box of Spirals and Beyond������������������� HASEGAWA, Hiroshi（167）
The Active Learning Program “Mama-Andon Festival” Created through  Collaboration of Various Actors in the 
Community
―As a Field of Problem-Based Learning and Development of ATT （Action, Thinking and Teamwork）―
 ������������������������������������� SAITO, Noriko（183）
WADA, Yosihto
Differences in Wedding Style Choices between Students and Other Age Groups
―With a Focus on Awareness of Others and Resort Wedding Choices―
 ���������������������������������� MATSUMOTO, Daigo（197）
Historical Transformation of Tax Treatment for  Payments to Corporate Executives
―Analysis Focusing on Changes in the Current Social Climate― 
 ����������������������������������� KUBOTA, Shunsuke（211）
Materials
A Tentative Translation on the Personal Rights of the Chinese Civil Code ��������� CHO, Tomoaki（227）
News
ReaseachActivitiesoutsidetheUniversity ���������������������� （241）
